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１．事前（Ｓ／Ｗ協議）調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

モーリタニア・イスラム共和国（以下、「モ」国）の海岸線はわずか 720k m で大陸棚も約３万

4,000km2、経済水域でも 23万 4,000km2にすぎないが、これら水域の漁場ポテンシャルは高く、年

間 40万から 50万トンの漁獲生産量がある。このうち 95％以上は外国企業などによる大規模漁業

などが占めており、漁獲物の大半が輸出に向けられていることから、国家全体の外貨収入源の約

60％を水産業が占めるにいたっている。また税収入でも、国家歳入の約 25％、ＧＮＰの 18％を水

産業が占めており、水産業は同国にとって経済的に重要な産業となっている。

しかし近年、漁獲量が暫減傾向にあり、その原因は水産資源の分布状況、資源量の把握がなさ

れていないこと、外国船が混在するなかで十分な漁場管理がなされていないこと、産卵･稚仔育成

海域における産卵時期での操業方式に問題があることなどが考えられる。

こうした状況から、「モ」国政府は 1995年４月に水産資源の持続的利用と管理体制の整備を最優

先課題に掲げた「水産セクター政策」を漁業･海洋経済省と企画省の共同で作成している。これを

うけて水産調査･研究体制の強化を図るため、海洋学･漁業調査センター（ＣＮＲＯＰ）の再編強化

を行ったが、研究成果･技術力の不備から再編強化が十分図られていないのが実状である。

また、1998年３月に世銀が主体となって開催した援助国会議において、水産資源の枯渇という

事態の深刻さから、緊急的に実施すべき項目として、（1）資源調査の実施、（2）資源管理体制の整

備、（3）監視取り締まり体制の強化といった提言がなされている。しかも同会議では、債務救済の

条件として、合理的な水産資源管理の実施を義務づけることでも同意されている。

このため、「モ」国政府は 1998 年９月我が国政府に対し水産資源調査の実施を要請してきてお

り、これを受けて、1999年６月に事前調査団を派遣することとなった。

１－２　調査団の構成

調査団員氏名 担当業務 所　　　　属

鈴木　眞太郎 団長／総括 水産庁　資源生産推進部　漁場資源課　資源技術調査官

北川　大二 資源調査・解析 水産庁　東北区水産研究所　八戸支所　資源評価研究室長

福井　　襄 漁具・漁法 インテムコンサルティング（株）　技術顧問

土居　正典 水産経済／資源管理 インテムコンサルティング（株）　取締役　計画調査部長

横山　　純 調査企画 ＪＩＣＡ農林水産開発調査部　林業水産開発調査課

安土　和夫 通　　訳 日本国際協力センター
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１－３　調査日程

（1）全団員

日順 月日 曜 日　　　　　程 宿泊地

１ 6/29 火 東京AF275（12:00）→（17:10）パリ パリ

２ 30 水 パリAF764（11:00）→（14:20）ヌアクショット ヌアクショット

３ 7/ 1 木 漁業･海洋経済省表敬、協議、ドナー機関（世銀･フランス協力省現地事務所）表敬 ヌアクショット

４ 2 金 ヌアクショットMR581（16:00）→（16:40）ヌアディヴ ヌアディヴ

５ 3 土 ＣＮＲＯＰ表敬･協議、漁業監視･海洋管理局表敬、全国漁業連盟表敬 ヌアディヴ

６ 4 日 ＣＮＲＯＰ協議、現地調査（調査船に係る調査） ヌアディヴ

７ 5 月 ＣＮＲＯＰ協議、ヌアディヴMR166（24:00）→（1:00）ヌアクショット ヌアクショット

８ 6 火 資源研究局協議（Ｓ／Ｗ協議）、漁業･海洋経済大臣表敬、 ヌアクショット

バンダルゲン国立公園局表敬

９ 7 水 資源研究局協議（Ｓ／Ｗ、Ｍ／Ｍ協議･署名） ヌアクショット

（2）団長／総括、資源調査･解析、漁具･漁法、調査企画団員

日順 月日 曜 日　　　　　程 宿泊地

10 8 木 関連情報収集、ヌアクショットMR461（12:00）→（12:45）ダカール ダカール

11 9 金 日本大使館、ＪＩＣＡ事務所表敬、ダカールAF719（22:55）→ （機中泊）

12 10 土 →（6:25）パリ、パリAF276（13:20）→ （機中泊）

13 11 日 →（8:00）東京

（3）水産経済／資源管理、通訳団員

日順 月日 曜 日　　　　　程 宿泊地

10 8 木 関連資料収集 ヌアクショット

11 9 金 ヌアクショットMR581（16:00）→（16:40）ヌアディヴ ヌアディヴ

12 10 土 ＣＮＲＯＰ、漁業監視･海洋管理局、全国漁業連盟協議、水産関連施設調査 ヌアディヴ

13 11 日 水産関連施設調査、ＣＮＲＯＰ協議、 ヌアクショット

ヌアディヴMR782（19:00）→（19:40）ヌアクショット

14 12 月

～ ～ ～ 関連資料収集 ヌアクショット

16 14 水

17 15 木 関連資料収集、ヌアクショットRK142（23:20）→ （機中泊）

18 16 金 →（6:25）パリ、パリAF276（13:20）→ （機中泊）

19 17 土 →（8:00）東京
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１－４　主要面談者

氏　　名 所　　属 役　　職

Mr.Mohamed El Moukhtar Ould ZAMEL 漁業・海洋経済省（ＭＰＥＭ） 大臣

Dr.Cherif Ould TOUEILIB ＭＰＥＭ 資源管理研究局（ＤＥＡＲＨ）局長

Mr.Boud Bouda Ould SIDI ＭＰＥＭ ＤＥＡＲＨ　調査・統計課長

Mr.Sidi Mohamed Ould SIDINA ＭＰＥＭ 漁業局（ＤＰ）局長

Dr.Mohamed M'Bareck Ould SOUEILIM 海洋学・漁業調査センター（ＣＮＲＯＰ） 所長

Dr.Dlop Samba MIKA ＣＮＲＯＰ 副所長

Mr.Cheikh Abdallahi Ould INEJIH ＣＮＲＯＰ 開発整備部長

Mr.Sow Amady TIDIANE ＣＮＲＯＰ 文書･科学的情報管理課長

Mr.Sidi Mohamed Ali BAKHA 経済開発省（ＭＡＥＤ） 財務局長

Mr.Limam Ahmed Ould MOHAMEDOU ＭＡＥＤ 経済協力課長

小木曽　盾春 ＪＩＣＡ専門家

池田　　尚志 ＪＩＣＡ専門家

Mr.C.F.Ba Pathe DEMBA 漁業監視・海洋管理局（ＤＳＰＣＭ）所長

Mr.Mohamed Mahmoud MAHFOUDA ＤＳＰＣＭ 検査･統計課長

Mr.Ahmed Mahmoud SADEGH 全国漁業連盟（ＦＮＰ） 事務局長

Mr.Mohamed CHERIF ＦＮＰ 水産加工工場代表

Mr.Sid Ahmed ABEID ＦＮＰ 零細漁業者代表

Mr.Mohamed Ould CHEIKH 水産物流通公社（ＳＭＣＰ） 生産部長兼ジェネラルマネージャー代理

Mr.Idoumou Ould MOUSTAPHA ＳＭＣＰ 営業部長代理

Mr.Jean-Jacques SOULA フランス協力省 参事官

Mr.Jean MAZURELLA 世界銀行モーリタニア事務所 所長

Mr.Mohamed Ould BOUCEIF バンダルゲン国立公園局 局長

島崎　　和久 在セネガル日本大使館 二等書記官

星野　　大輔 在セネガル日本大使館 三等書記官

黒川　　恒男 ＪＩＣＡセネガル事務所 所長

小林　　丈通 ＪＩＣＡセネガル事務所 所員

１－５　協議概要

（1）調査の方針

1） 資源量評価調査の対象海域は、モーリタニアＥＥＺ内の沿岸域（３～20m）と沖合域（20～

600m）、かつ着底トロール漁業の可能な海域とする。
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また、陸上調査の対象地域は、主にヌアディヴ、ヌアクショットとバンダルゲン地域の

漁村とするが、補足的にほかの「モ」国内の沿岸漁村も対象とする場合がある。

2） 調査対象魚種は、トロール漁業で漁獲可能な底魚とする。

3） 調査回数は年間２回（暖期と寒期）、２年間行うこととする。

4） 調査船は、我が国が無償供与した浅海・沖合調査船２隻を活用するが、運航経費につい

ては日本・「モ」国の両国で分担することとする。

（2）現地調査結果

本調査のカウンターパートであるＣＮＲＯＰは、従来より大陸棚水域（20～ 200m）において

調査船を活用した漁獲調査を実施しているが、データ解析・評価方法には不十分な点が多い。

このため昨年12月の各国ドナーなどによるＣＮＲＯＰ作業部会でも、その解析・評価の不備・

弱点が指摘されており、資源の再評価とこれに基づく新たな資源管理政策の構築を早期に実

施することが援助のための条件として強く求められている。本調査の要請がこのような政策

的背景によるものであること、及び対象範囲を調査実績のある大陸棚水域（20～ 200m）だけに

限らず、零細漁業対象種の調査や未利用資源の開発をも考慮し、沿岸（３～ 20m）と大陸棚斜

面（200～ 600m）にまで広く設定するものであることから、本調査による漁獲調査とそこから

引き出される資源管理指針の作成の実施の意義は大きいと判断された。

なお、調査範囲を拡大したことについて当初、調査範囲は北部海域の大陸棚（水深 20 ～

200m）にのみ絞る予定であったが、各国ドナーから「モ」国の水産資源評価について商業漁業

エリアすべてを網羅した評価でないと対策を講じているとはいえないとの指摘があり、また

「モ」国自身今後の自国の漁業振興のためには沿岸漁業の推進を優先課題としている点から、

沿岸、大陸棚斜面をも対象とする必要が生じた。また、着底トロール調査が可能な海底地形

は北部海域のみと想定していたが、中部・南部海域も一部岩礁域はあるものの、十分トロー

ル調査可能な状況であると想定されることから、中・南部海域も含めることとしたものであ

る。

調査回数について、ＣＮＲＯＰによると、対象海域は寒流のカナリア海流と暖流のギニア

海流の影響を受ける海域であり、しかも湧昇流の影響もあり、海洋学的には以下の４つの季

節に分類される。

1） 寒期（１月～５月）

全海域がカナリア海流の影響を受ける季節である。

2） 移行期（６月～７月）

ヌアクショット付近でカナリア海流とギニア海流がぶつかりあう季節である。



- 5 -

3） 暖期（８月～ 10月）

全海域がギニア海流の影響を受ける季節である。

（4）移行期（11月～ 12月）

ヌアクショット付近でカナリア海流とギニア海流がぶつかりあう季節である。

そのため、ＣＮＲＯＰ側からは年４回の調査の必要性を主張されたが、事前調査団は、資

源量分布把握には年４回実施する意義は高いが、資源量評価するためであれば、移行期は年

変動が激しく評価がしづらいこと、また移行期は２か月程度しかないことから海上調査実施

後の解析･評価について十分なＯＪＴ（on-the-job training）を行うだけの時間的対応は不可

能との説明を行った結果、1）寒期と 3）暖期の年２回の実施とすることで合意を得た。

調査の実施に必要な基本的資機材（調査船及びトロール網などの主要調査資機材）は、既に

活用可能な状態で整備されており、また調査船運航体制（乗組員、運航予算など）についても

本調査の実施に伴う運航経費の日本国側による一部補填が必要となることを除けば基本的問

題はないものと考える。

（3）実施体制

「モ」国のカウンターパート機関は、漁業・海洋経済省資源管理研究局と国立の研究セン

ターであるＣＮＲＯＰであり、陸上調査時の調査員と海上調査時の船長、船員、調査員のそ

れぞれの人員はＣＮＲＯＰから配置されることを確認した。

併せて、本調査に関して漁業・海洋経済省漁業局も強い関心を示していること、また調査

範囲内に含まれるバンダルゲン国立公園を所管するバンダルゲン国立公園局をはじめとする

国内の他機関との調整が必要となることから、調査実施の実質的なカウンターパートを配置

するのはＣＮＲＯＰとするが、国内機関との調整、かつ総括的な責任機関は漁業・海洋経済

省の資源管理研究局がその役割を果たすことも確認した。

（4）作業所の設置

本調査における作業所は、ヌアディヴのＣＮＲＯＰの敷地内に配置された所を主に活用す

るが、必要に応じ、ヌアクショットのＣＮＲＯＰ支所内にも配置されることとした。

（5）当調査終了後の「モ」国の対応

「モ」国政府は、調査結果を援助国なども参加するＣＮＲＯＰ作業部会などで公表していく

とともに関係機関・漁業者の理解を得つつ、漁獲努力量の規制、禁漁区・期間の設定など、漁

業管理制度全体に、その結果を反映させたい意向である。また同国は、本調査で強く on-the-

job trainingを求めており、調査終了後はＣＮＲＯＰ独自に継続的に調査を実施することと
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している。さらに水産統計システムの充実にも力を入れていく予定であることが説明された。

（6）調査用機材の確保

本調査は漁獲調査、生物調査といった研究的要素の強い調査である。そのため、調査用機

材（例えば漁獲物の年齢査定に必要な耳石などのサンプルをとるためのカッターなど）の入手

が必要不可欠と考える。

なお、本調査及びその後の資源管理を適切に実施していくため、上記機材も含め、「モ」国

政府からは以下のような機材の要望が出された。（付属資料５参照）

・４ＷＤ

・パソコン

・ＧＩＳ

・調査船上で使用する自動天秤

・耳石などのサンプルを取るためのカッター

・その他

（7）カウンターパート研修

一昨年、無償供与した調査船の適正かつ有効な活用を行うため、特に on-the-job training

のため現地調査を長くして欲しいこと、また日本でのカウンターパート研修をできるだけ多

くのＣＮＲＯＰ研究員に適用して欲しいとの強い要望があった。さらに、本調査の対象であ

る底魚も去ることながら、浮魚調査に必要となる acoustic surveyの実施に関する内容の研

修も強く要望された。

（8）セミナーの開催

本調査ではインセプションレポート協議時、インテリムレポート協議時、ドラフトファイ

ナルレポート協議時の３回にわたって本調査を啓蒙するためのワークショップ開催要望が、

「モ」国政府から伝えられた。

またこれとあわせて、ドラフトファイナルレポート協議時に広く参加者を募り、日本国側

調査団から資源管理評価に係る技術の説明とカウンターパートによるon-the-job trainingで

得た技術の発表の場としてのセミナー開催が強く要望された。

（9）その他

本調査により漁獲したすべての漁獲物については、生物調査などに必要とされるものを除

き、ＣＮＲＯＰが責任をもって処理することを確認した。
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２．調査の要約

２－１　要請の背景

「モ」国は大西洋に面して720kmの海岸線を有し、その大陸棚面積は約３万4,000km2、排他的経済

水域（ＥＥＺ）面積は約 234km2程度に過ぎない。しかしながらモロッコからセネガルにいたるこの

アフリカ北西岸海域はカナリア海流（寒流）とギニア海流（暖流）の混合により、底魚類、浮魚類な

ど豊富な水産資源に恵まれた世界的にも有数の漁場となっている。

「モ」国の漁業生産は近年おおむね 50万トン程度（うち浮魚類 40万トン、底魚類 10万トン程度）

であるが、鉄鉱石を除きほかに見るべき天然資源を持たない同国にとって、水産業は国家全体の

外貨収入の約60％、税収の約 25％、ＧＮＰの約18％を占め国家経済上極めて重要な産業となって

いる。また漁獲量の 90％以上は、ＥＣ諸国、東欧諸国、中国など10数か国の外国漁船及び合弁企

業による大規模漁業が生産しており、「モ」国零細漁民による生産は増加しつつあるものの全体の

数％程度（約２万トン）にとどまっていることも同国漁業の大きな特徴となっている。

しかしながら近年「モ」国の漁業生産量は減少してきており、これは資源水準の自然変動の大き

い浮魚類について明確な減少傾向は見られないものの、経済的にはるかに重要な底魚類の資源水

準が漁獲過剰により低下しているためと見られている。

1995年にＦＡＯが実施した資源評価によれば、底魚類のうち特に重要種であるタコ、タイ類な

どの魚類やエビ類などの漁獲過剰が指摘されている。更に「モ」国においては大規模漁業及び零細

漁業ともに漁獲統計が未整備であることや、資源研究体制が十分機能していないことから資源状

態の迅速かつ正確な把握とそれに基づく科学的な資源管理措置の実施が困難な実情にある。

こうした状況から、「モ」国は 1995年４月に水産資源の持続的利用と管理体制の整備を最優先課

題に掲げた「水産セクター政策」を漁業･海洋経済省と企画省の共同で作成している。これをうけ

て水産調査･研究体制の強化を図るため、漁業･海洋経済省が所管するＣＮＲＯＰの再編強化を行

うこととなった。

また、1998年３月に世銀が主体となって開催した援助国会議において、水産資源の枯渇という

事態の深刻さに対応し、緊急に実施すべき対策として、（1）資源調査の実施、（2）資源管理体制の

整備、（3）監視取り締まり体制の強化といった提言がなされ、これらの早期実行を債務救済の条件

とすることでも同意されている。

今回要請された調査は、上記のように同国水産業はもとより同国経済全体にとって大きな意義

を有し、かつ緊急性の高いものであり、これに対し資源調査の分野で国際的に見て高い能力を有

している我が国の積極的な協力が必要であると認められる。
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２－２　本格調査の目的と成果の活用

「モ」国側との協議の結果、本格調査の目的は、

（1）ＥＥＺ内の底魚資源の資源評価（調査水域は水深 3～ 600mでトロール調査が技術的に可能

な水域とする。）

（2）資源管理計画策定のため必要な措置の勧告

（3）on-the-job trainingを通じた「モ」国側カウンターパートへの技術移転

とすることが確認された。

また「モ」国側より特に研究員に対する船上調査、陸上解析作業、日本での研修を通じた一連の

技術移転の実施につき強い要望があった。

「モ」国は 1998年策定した「水産分野の開発戦略」の中で「資源管理国家計画」の立案を規定して

いる。本格調査の結果は、魚種別の適正漁獲量、適正漁獲努力量の推定、禁漁区･禁漁期間の設定、

網目規制など「モ」国が講ずるべき資源管理措置に関する包括的な提言として同計画に反映される

こととなろう。また、「モ」国側研究員、調査船乗組員に対する技術移転の結果、本格調査終了後、

「モ」国側独自で資源評価とそれに必要な調査活動を継続することが期待される。

２－３　本格調査の概要

上記調査目的及び予定される調査結果の活用方法などから本格調査の内容と実施体制は、概略

次のとおりとすることで漁業・海洋経済省側と合意し、「Scope of Work」及び「Minutes of

Meeting」に署名した。（なお、今次調査は予備調査との位置づけで実施し、本格調査の実施条件が

確認された場合にはＳ／Ｗ署名を行うこととされていたが、調査の結果、基本的な実施条件が

整っていると判断されたため、Ｓ／Ｗ署名を行うこととしたものである。）

（1）調査対象水域・地域

洋上調査：ＥＥＺ内の水深３～ 600mの範囲であって着底トロール調査が技術的に可能な水

域

陸上調査：ヌアディヴ、ヌアクショット及びバンダルゲン地域の漁村を中心として実施

（2）調査事項

基礎的データ収集：自然条件、社会経済条件、漁獲･生物統計、漁業組織･制度、漁村社会

ほか

資源調査（年２回､２か年間実施）：トロール調査、海洋環境調査、生物調査、データ解析　

ほか

（3）データの総合的分析：資源評価、資源分布回遊パターン、未利用資源の開発可能性評価　

ほか

（4）資源の持続的利用に関する勧告作成：漁業の現状、資源管理、資源管理制度･組織　ほか
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（5）調査対象魚種：魚類14種（タイ類、ウシノシタ類、メルルーサ、ボラなど）、軟体類３種（マ

ダコ、コウイカ､ヤリイカ）、甲殻類５種（イセエビ類、クルマエビ類）

（6）カウンターパート機関及び調整機関

カウンターパート機関：海洋学・漁業調査センター（ＣＮＲＯＰ）

調整機関：漁業･海洋経済省　資源管理研究局

２－４　調査実施にあたっての留意事項

（1）調査対象水域は「モ」国側の必要性を最大限に考慮し、広範囲に多様な魚種の評価が可能と

なるよう調査船の調査能力の範囲内で幅広い水深帯（３～600m）を設定した。特に大陸棚斜面

域（200m以深）におけるトロール調査の円滑な実施には十分経験を有する漁撈専門家の派遣が

重要となろう。

（2）本格調査の主要成果となる「資源管理計画策定のための勧告」を現実に活用される内容とす

るためには、その検討にあたり「モ」国における外国漁業や零細漁業の実情をふまえつつ、現

実的かつ柔軟な配慮が必要とされよう。具体的には勧告内容の検討にあたり関係する漁業を

管理する漁業･海洋経済省内の他部局との調整や、ワークショップやセミナー開催などを通じ

た関係企業や、零細漁民に対する調査結果の普及を広く図ることなどにより、「モ」国漁業の

実情に適合した実効の上る内容とするよう努めることが重要である。

（3）バンダルゲン国立公園水域も今回対象水域に含めることとされたが、同水域内は現在、厳

重な保護水面とされており、公園管理当局は本件調査の結果が漁業サイドからの同公園水域

での漁業規制緩和の要求につながることも強く警戒していることがうかがわれた。同水域で

の保護措置は漁業振興の観点から見れば過剰とも考えられようが、この問題は基本的には

「モ」国内政策の問題であり、調査実施にあたっては公園当局との折衝は漁業・海洋経済省に

ゆだねることなどにより、日本国側として同当局や環境保護サイドからの本件調査に対する

不必要な反発を買わないよう配慮することも必要であろう。
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３－２　社会経済

（1）人口

1998年の「モ」国全人口は251万 1,473人（７月推定）である。人口増加率は1990年代３％近

くを推移していたが、近年では 2.5％程度となっている。出生率は女性１人当たり 6.41人と

高く、年齢別の人口構成はピラミッド型であり、０～14歳人口が46％を占める。65歳以上人

口は３％にすぎない。1998年時点の平均寿命は 50.0歳（男 47歳、女 53歳）である。

「モ」国の行政区は首都ヌアクショット特別区を含む 13の州（Wilaya）から構成されている。

近年就業機会を求め都市部への人口集中が徐々に進みつつあり、首都ヌアクショットには約

50万人、第２の都市ヌアディブには約８万人が居住している。そのほか国道沿線の地方都市

としてアタール、ボウチリミット、チングエティ、カエチなど、15程度の市が人口１万人以

上となっている。一方、主要道路の沿線から離れた砂漠地帯は遊牧民のみが生活する人口密

度が極端に低い地域となっている。

（2）人種・言語・宗教

「モ」国の人種は、アラブ人とベルベル人を起源とするアラブ系モール人及びアフリカ黒人

系のウォロフ族、フルベ族、ソンニケ族、ツグレオ族などにより構成されている。人口比率

はモール人（30％）、アフリカ黒人（30％）、混血（40％）、である。歴史的にヌアクショットか

ら北部にはモール人が比較的多く、南部にはウォロフ族などの黒人系民族の比率が高い。

モール人は元々遊牧民族であり、零細漁業従事者は黒人系民族が主体となっている。一方、近

年ではモール人も船主や加工場経営者として積極的に水産分野の業務にもたずさわっている。

公用語としてはフランス語、アラビア語使用されている。また、日常語としては、アラビ

ア語口語体の方言であるハッサニア語や各部族の言語（ウォロフ語、プーラ語など）も使用さ

れている。

宗教はイスラム教が国教とされている。

（3）産業・経済

1990年代後半、旱魃や経済政策の不備による債務超過をまねいており、政府は世銀、ＩＭＦ

及び主要援助国との協調により経済の立て直しに努めている。通貨単位は、ウギア（UM）であ

り、ここ数年対ドル為替レートは下降傾向にある。現地調査時点（1999年７月）での公定レー

トは１ USドル当たり 210UM前後であった。

「モ」国の主要社会経済指標及び産業別ＧＤＰの推移を表３－１及び３－２に示した。1997

年のＧＤＰは 1,626億 UM、１人当たりＧＤＰは６万 7,000UM（約 335ドル；１ USドル＝ 200UM

で計算、以下同様）であり、経済的にみると世界でも最貧国の水準にある。
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国土の大部分は砂漠のため耕作には適さず、伝統的に羊、山羊、牛、ラクダなどの牧畜が

行われている。南部のセネガル河流域地帯においては、アワ、トウモロコシ、米、豆類、野

菜などの栽培が行われているが、その生産量は国内需要の４割程度にすぎず、不足分は食料

援助を含めた輸入に頼っている。このような中で漁業及び鉄鉱石の採掘はＧＤＰ全体に占め

る比率は高くないものの（表３－２）、「モ」国経済を支える輸出品として外貨獲得に大きく貢

献している。「モ」国の貿易収支は 1993年まで赤字であったが、その後堅調な輸出増により黒

字に転換している。1997年の輸出総額は 643億 UMであり、水産物はそのうちの43％に相当す

る 277億 UM（約 1.4億ドル）を占る（表３－１）。

表３－１　主要社会経済指標の推移（1993～ 1997）

1993 1994 1995 1996 1997

人口 （万人） 216 222 228 235 242

GDP （億UM） 1,145 1,242 1,373 1,483 1,626

１人当たりGDP （万UM/人） 5.3 5.6 6.0 6.3 6.7

輸入（CIF価格）（億UM） 533 479 416 520 529

輸出（FOB価格）（億UM） 487 100％ 494 100％ 619 100％ 659 100％ 643 100％

　　鉄鉱石 （億UM） 199 41％ 207 42％ 256 41％ 282 43％ 327 51％

　　水産物 （億UM） 276 57％ 257 52％ 350 57％ 364 55％ 277 43％

　　その他 （億UM） 11 2％ 30 6％ 13 2％ 12 2％ 39 6％

バランス （億UM） -46 15 203 139 115

実質成長率 （％） 8.7 4.8 5.4 2.7 4.5

インフレ率 （％） 9.3 4.1 6.5 4.7 4.5

出典）AGREGATS DE LA COMPTABILITE NATIONAL ET INDICATEURS SOCIO-ECONOMIQUES, 1997 「モ」国統計局
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表３－２　産業別ＧＤＰの推移（1993～ 1997）

単位：億 UM

1993 1994 1995 1996 1997 1997年構成比率（％）

水産業

　　零細漁業 17 20 28 30 26 2.1％

　　商業漁業（水産加工含む） 80 74 79 88 69 5.4％

農業 58 68 74 72 85 6.6％

牧畜業 203 212 219 228 248 19.3％

採石 124 140 155 169 191 14.9％

水産加工以外の製造業 56 54 58 64 75 5.9％

公共事業 60 76 89 90 96 7.5％

運輸･通信 66 72 83 94 116 9.0％

サービス業 218 243 275 313 374 29.2％

産業活動小計 883 959 1,061 1,148 1,281 100.0％

非産業活動（政府部門） 134 149 158 167 176

間接税 129 134 155 169 169

合計 1,145 1,242 1,373 1,483 1,626

出典）AGREGATS DE LA COMPTABILITE NATIONAL ET INDICATEURS SOCIO-ECONOMIQUES, 1997 「モ」国統計局

３－３　「モ」国における水産業の現状と問題点

「モ」国における漁業は、零細漁業、商業漁業の２つ区分され、商業漁業は、「モ」国籍船による

氷蔵、船凍トロール漁業と外国船漁業などに分けられる。

３－３－１　零細漁業

零細漁業は、200馬力以下のエンジンを備えた漁船（ピローグ）を用いて行われるものである。

漁船の登録は進められており登録名板の付いたピローグがかなり見られたが、零細漁業におい

ては原則的に自由に入漁することができ、操業許可などの制度は整っていないようである。ピ

ローグは木造のカヌーが主体であるが、そのほかＦＲＰやアルミ製のピローグ、90馬力ディー

ゼルを搭載した小型ＦＲＰ漁船も含まれる。

零細漁業の漁船数の推移をタイプ別に表３－３に、これらの漁船に使用されている船外機、

船内機の馬力の変遷を表３－４にそれぞれ示した。漁船数は 1991 年に 677 隻であったものが

年々増加し、1996、1997年では 3.5～４倍となっている。エンジンは無動力船の 65隻を除き、

８～ 40馬力の船外機を使用している。そのほか、40馬力以上は 63隻となっており船内機はこ

れに含まれている。

零細漁業で使用されている漁法及び従事漁民数の推移を表３－５、３－６にそれぞれ示した。
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タコ壷はヌアディブを根拠地にしている漁船により季節的に使用されている。タコの時期以外

は、「モ」国すべての海区で、手釣り、各種刺し網が主な漁法となっている。ピローグ船による

トロール漁業はおこなわれていない。漁民数は、1991年当時の 2,900人から年々増加し 1997年

では 3.7倍の１万829人となっている。ＣＮＲＯＰの調査による漁民の出身地は南部のヌディア

ゴ及びセネガル川地域が最も多く 28％である。そのほか、バンダルゲンに居住する漁民である

イムラーゲンが４％（463人）、ヌアクショット４％、ヌアディブ２％となっている。出身地不

明の漁民数、セネガルなどから入り込んできている外国人も多い。

零細漁業の漁獲量の推移を表３－７に示す。1997年の漁獲トン数は、漁船隻数が 1991年の約

4倍に増えているにもかかわらず、減少傾向にあることが読み取れる。漁業・海洋経済省ではこ

れまで開発されている沿岸水産資源について漁獲過剰であることを認識し、漁獲努力量削減の

方針を打ち出すとともに代替となる資源開発を急いでいる。

沿岸の漁村位置を図３－２に示す。零細漁業は、地域的条件及び水揚げ地により、北部、中

部、南部海域及びバンダルゲン国立公園海区に分けられる。ただし、この区分は水揚げ地や漁

村間の交通事情などの条件による分け方であり、漁船の操業規制とは関係無く、境界線もはっ

きり決められたものではない。零細漁業の発展はモーリタニア経済にとって重要であり、雇用

創出、付加価値、貧困対策が重要課題となっている。また、漁場整備、資源調査、資源の管理

開発、Stock assessment, TACの設定、海洋環境の保全、などが「モ」国では未整備であり人材

も少ない。

表３－３　漁船タイプ別隻数の推移（零細漁業）

単位　隻

1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997

木造ピローグ 374 424 715 895 1,156 1,254 1,514

アルミピローグ 8 50 116 203 323 233 215

FRPピローグ 133 100 193 181 383 575 500

氷蔵ピローグ 3 9 90 103 249 110 142

ベデット 56 42 60 63 63 77 47

小型船 0 4 8 12 12 1 7

その他 103 106 79 108 109 92 321

計 677 735 1,261 1,565 2,295 2,332 2,746
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表３－４　使用エンジン馬力の推移（零細漁業）

単位　台

1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997

無動力 53 55 54 67 68 72 65

8馬力 21 13 4 4 16 2 8

15 212 214 366 395 399 439 872

25 152 140 216 147 186 210 162

40 174 219 519 783 1,243 1,345 1,070

＞ 40 56 56 74 52 87 89 63

不明 9 38 28 117 296 175 499

計 677 735 1,261 1,565 2,295 2,332 2,746

表３－５　漁具数の推移（零細漁業）

単位　セット

1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997

タコ壷 327 385 558 668 896 986 947

釣り各種 170 194 357 404 439 528 1,043

サメ網 24 25 64

ニベ網 47 91 146 50 50

シタビラメ網 6 122 24 53

イセエビ網 18 55 21 30 16 17

延縄 11 1 7

引き網 52 2 24

旋網 13 18 30 59 70 81 48

刺し網 40 48 10 32

その他 36 30 97 110 104 53 14

計 607 675 1,185 1,379 1,923 1,757 2,230

 表３－６　出身地別漁民数の推移（零細漁業）

単位　人

1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997

ヌディアゴ 970 1,288 2,023 2,230 2,130 2,283 2,246

セネガル川域 200 201 835 579 514 912 768

イムラーゲン 317 452 631 393 544 530 463

ヌアクショット 80 91 70 54 207 93 296

ヌアディブ 65 126 330 125 10 100 244

その他モーリタニア 1,200 1,548 1,873 2,445 3,754 4,904 3,687

外国人 100 135 1,577 1,067 1,525 3,055 3,125

計 2,912 3,841 7,339 6,893 8,684 11,877 10,829

ＣＮＲＯＰ 1998





- 17 -

り、これ以外の期間 11月～翌年２月までが盛漁期となっている。零細漁業ではタコ壷が使

用されるため、商業漁業のトロールによって漁獲されるタコより、品質が良い。漁場は、バ

ンダルゲン国立公園海区の禁漁区を除き、日帰りできる範囲である。

（2）バンダルゲン国立公園海区

バンダルゲン国立公園海区とは、バンダルゲン国立公園を含めティミリス岬の南、北緯

19度 21分以北及び西経16度 45分以東の区域である。当海域における漁業は、基本的には

禁止されているものの当区域内に居住しているイムラーゲン族の無動力船による伝統的漁

業のみ許可されている。この海域は海底が浅く凹凸が多いため、大規模な漁業活動に向い

ていないとの情報もあるが、はっきりしたことは不明である。

バンダルゲン国立公園は、1976年に制定された法律により自然保護区として保護されて

おり、鳥類、海産哺乳類、湿地帯における動植物、及び魚類の産卵生育場として重要な場

所である。ＣＮＲＯＰがフランス国の援助を受け、イムラーゲンの漁村を巡回し、漁業に

関する情報、魚類の生物学的情報などを収集している。統計資料として、公表されたもの

はないが、ヌアディブ又はヌアクショットどちらからもアクセスが困難であり、一部ボラ

によるカラスミの製造が行われているものの、基本的には住民の自給自足的な漁業形態の

ため漁獲量はわずかである。

（3）中部海域

北緯19度 21分以南～北緯 17度 40分以北の海域であり、最大の水揚げ地はヌアクショッ

トである。ヌアクショットには我が国の援助で作られた魚市場があるが、船着場のあるよ

うな港はない。漁船はすべてピローグであり、砂浜に引き上げられる。ヌアクショットの

魚市場の前浜には、夕方の水揚げ終了後のピローグがびっしり並ぶ。ヌアクショットから

北側には、漁村が６箇所点在するが、道路などのインフラ整備は遅れている。この海域で

は Cap Timiris付近以南のイムラーゲン族を主体とした漁民による零細漁業が主である。

ヌアクショット以北の漁村では、ボラの卵でカラスミを作っているところもあるが、こ

の海域の主な漁法は手釣り、刺し網、旋網、ボラ旋網などである。対象種はタイ類、ハタ

類、ニベなどの底魚が主体であるが、イワシ類、ボラなども水揚げされている。単価の高

い底魚類は、契約仲買人に引き取られ、ヌアディブあるいはヌアクショット向けに鮮魚輸

送され、一部は輸出される。

（4）南部海域

ヌアクショット以南セネガルとの国境までの海域で、漁村が数箇所点在する。なかでも
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PK28、PK60と呼ばれているヌアクショットからそれぞれ 28km、60km地点にある漁村が、比

較的大きい。自動車による通行は、南部地域に向かう国道２号線からアクセス可能であり、

仲買人が入り、ハタ、タイ、シタビラメなど高級底魚類はヌアクショットに搬入される。

1994年当時の調査によれば、漁船数 200隻、漁民数はウォロフ族が中心で約 700人という。

３－３－２　商業漁業

（1）「モ」国籍氷蔵、船凍トロール漁業

「モ」国船籍の漁船は主に底魚を対象とするトロール漁業で、船凍船及び氷蔵船がある。

これらはすべてヌアディブを基地として操業しており、漁獲物はすべてヌアディブに水揚

げされる。主な対象種はタコ、イカなどの頭足類及び底魚であり、ＳＭＰＣ（水産物流通公

社）を通じて輸出されている。

「モ」国籍氷蔵、船凍トロール船の操業隻数の 1991年から 1997年までの推移を表３－８

に、また、それらの漁獲量を表３－９示す。1989年「モ」国は中国と漁業協定を結び「モ」国

側が傭船する形式で操業したが、その後中国は 126隻の氷蔵、船凍トロール船を「モ」国に

売却物納し合弁会社の株主となっている。氷蔵船、船凍船とも 1996年からすべてモーリタ

ニア船になっている。

1997年度の氷蔵トロール漁船隻数をトン数階層別に見ると、150～ 250総トンのトロール

船が最も多く 48隻、次いで 50～ 100総トンが 15隻となっている。大型では、250～ 500総

トンが８隻である。船凍船は、250～ 500総トン数が最も多く86隻次いで 150～ 250総トン

の 22隻となっている。氷蔵船の漁獲量は、1991年の 7,651トンから 1997年の１万259トン

と増加しているが、漁船隻数が２倍以上に増えているので漁獲努力量当たり漁獲量（CPUE）

は減少傾向にあることが伺える。魚種構成は頭足類が 80～ 90％で推移している。船凍船の

漁獲量は、1991年３万 5,322トンから 97年の１万 7,517トンに減少している。魚種構成で

は、頭足類が 1991年の 84％から 1997年では 56％に減少している。そのほかは底魚類であ

る。なお、タコの漁船操業密度は、ブランコ岬の南にあたる北緯 20度～ 20度 30分、西経

17度～ 17度 30分の海域に集中している。

表３－８　「モ」国籍氷蔵、船凍トロール漁業隻数の推移

単位　隻

1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997

氷蔵トロール 35 35 37 52 63 81 87

船凍トロール 92 85 83 89 96 122 114

計 127 120 120 141 159 203 201
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表３－９　「モ」国籍氷蔵、船凍トロール漁業漁獲高の推移

単位　トン

1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997

氷蔵トロール 7,651 8,133 14,252 11,535 10,677 12,110 10,259

船凍トロール 35,322 41,671 35,617 30,148 27,927 23,891 17,517

計 42,973 49,804 49,869 41,683 38,604 36,001 27,776

（2）外国船漁業

「モ」国では外国船籍による漁船操業について、漁業協定に基づくライセンス方式あるい

は国内企業が傭船するチャーター方式で操業を認めている（操業許可制度については４－１

－１参照）。ライセンス方式による漁船は主にＥＵとの漁業協定に基づき入漁しているもの

で底魚、メルルーサなどを漁獲している。一方、チャーター方式では浮魚を対象とした中

層トロールが主体となっている。両者とも大型の船凍船による操業であり、漁獲物は「モ」

国に水揚げされることなく直接または輸送船によりヨーロッパ方面に輸出されている。

これらの漁船の操業隻数及び漁獲量の推移をそれぞれ表３－ 10、表３―11に示した。操

業隻数については年別の変動があるがおおむねチャーター船、ライセンス船それぞれ 50～

80隻程度となっている。漁獲量は浮魚を主体とするチャーター船が 30～ 50万トン、底魚

を主体とするライセンス船が６～７万トンとなっている。ただし「モ」国に水揚げされてい

ないことから、漁獲量データの信頼性は低い。

操業海域についてＣＮＲＯＰでは相対的な操業時間として過去のデータをグリットベー

スで整理している。その一例を図３－３に示した。本格調査ではこれらの原データに基づ

き漁場別の分析をおこなう必要があろう。

表３－ 10　外国漁船の入漁隻数

単位　隻

1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997

表層魚（チャーター） 59 102 83 53 72 84 61

外国船（ライセンス） 0 57 69 51 54 13 79

計 59 159 152 104 126 97 140

表３－ 11　外国漁船の漁獲高

単位　トン

1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997

表層魚(チャーター) 376,356 367,871 379,824 213,634 364,214 501,742 445,822

外国船（ライセンス） 53,955 22,674 32,958 35,689 79,661 62,819 64,926

外国漁業　計 473,284 440,349 462,651 291,006 482,479 600,562 538,524
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３－４　漁獲物の利用状況

「モ」国の国民は魚の利用について十分な歴史的、文化的背景を有しているわけではない。近年、

都市部を中心に魚食が普及しつつあるが、量的には限られており多くは輸出向けとなっている。

商業漁業による漁獲物はその大半が冷凍（船凍あるいは陸上施設での冷凍加工）され、ヨーロッパ

あるいは日本向けに輸出されている。

ヌアクショットとヌアディブの消費市場では鮮魚の販売がおこなわれている。しかしながら、

一般に鮮度は悪く、魚価は畜産物に比べ安価であり、現時点では低所得者層の食材というイメー

ジがある。地元向けの水産加工は沿岸魚を利用した干物あるいは薫製が一部でおこなわれている

にすぎない。

一方、零細漁業においても単価の高い底魚類はヌアディブを経由して冷凍輸出するといった仲

買人ルートが定着しているが、現地に赴任している外国人などから鮮魚需要が高まりつつあるこ

とから今後魚食について認識が変化する可能性はある。

「モ」国における水産物の流通経路などの調査結果は本報告書４－４－２で整理する。

３－５　調査対象魚種の分布状況

「モ」国漁業では底魚類とともに浮魚類も漁獲されているが、本格調査が底魚類について行われ

ることから、ここでは主要な底魚類の分布などについて記述する。

Argyrosomus regiusニベの一種

大西洋の東側の、スカンジナビアからコンゴー国、地中海の沿岸域に分布する。「モ」国沿岸

の全域の水深 40ないし 50mまでにみられるが、バンダルゲン沖では水深 110mでもまれにみられ

る。最も多く生息しているのはレブリエ湾とバンダルゲン、チミリス岬の沿岸部に沿った水深

20m付近である。

Sparus caeruleostictusヘダイの一種

大西洋東部のポルトガル国からアンゴラ国及び地中海のほぼ全域に分布する。沿岸から水深

150mまでの砂質あるいは砂泥質の水域に生息している。「モ」国では、沿岸の数 m～水深 50mに

分布し、特にチミリス岬の南やバンダルゲンに多く、暖期にはレブリエ湾に多く生息する。幼

魚は浅海域に多く、主な生育水域はバンダルゲンの北東部とチミリス岬から北緯17度 40分まで

の水域である。過去のトロール調査では北緯 19度 20分～ 17度 30分の範囲で漁獲され、南ほど

少ない傾向があった。
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Pagellus bellottiiヨーロッパダイ

大西洋西部のジブラルタルからアンゴラ国、地中海の南西部に分布している。熱帯性あるい

は亜熱帯性の種で、岩盤地帯や、やや泥質の砂地を好む。「モ」国では水深数 m～ 100mの大陸棚

全域に生息しており、特にバンダルゲンの南に多い。水温が16～ 18℃の海底に多い傾向がある。

成長に伴って分布水深が変化し、若齢魚は水深20～ 40mに多い。全体としては水深30～ 75mに

多く生息する。

Zeus faberマトウダイ

大西洋東部、地中海、インド洋、太平洋西部に広く分布している。底層だけでなく、中・表

層にも生息し、沿岸から水深 400mまでみられる。冷水性の種で、水深 20～ 250mの大陸棚全域

に生息する。最も多いのは海底が砂泥質の水深 50～ 100mの場所である。季節的な深浅回遊を

し、暖期には大陸棚斜面に深場へ移動し、大陸棚では稚魚のみが分布するようになり、寒期に

は逆に斜面域から大陸棚へ移動する。稚魚はチミリス岬から北緯 17度まで分布し、特にヌアク

ショット付近に多い。

Pseudupenaeus prayensisヒメジ科の一種

分布は南はアンゴラ国から北は北緯 21度に限られ、「モ」国が分布の北限である。本種は中～

荒い砂地を好み、このような底質の場所では沿岸から水深200mまで生息する。成長とともに分

布水深が変化し、成長した個体は 30m以深の水域に生息する。「モ」国沿岸では北緯 19度以南に

多く、分布水深は 90mまでで、30～ 50mに最も多い。

Dentex angolensisアンゴラレンコ

大西洋東部のモロッコ国からアンゴラ国までの大陸棚縁辺部に分布している。特に泥の多い

砂地の底質を好む。

「モ」国では、水深 80～ 250mの沿岸部全域に成魚がみられ、幼魚は水深 20～ 30mの水域に生

息する。季節的に深浅移動をし、暖期には水深 300mのところでも漁獲され、またチミリス岬の

北でも多く分布するが、寒期には水深 180m以深では漁獲されない。

Epinephelus aenusマハタの一種

大西洋東部のモロッコ国からアンゴラ国のほか、地中海南部に分布し、水深 10～ 200mの大

陸棚水域に生息する。

砂質から泥質の水域にもみられるが、大型の個体は岩礁地帯に集中する傾向がある。「モ」国の

沿岸全域にみられ、特にチミリス岬の南の水深10mと 50～ 60mの岩礁域に非常に多くみられる。
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Merluccius senegalensisメルルーサの一種

本種は大西洋東部の北緯 12度～ 29度に分布する。「モ」国には３種のメルルーサが分布する

が、本種は最も多い。水深 800mまでの大陸棚斜面に生息し、水深 200～ 600mに多い。稚魚は水

深 20m以深の大陸棚に広く分布する。季節的に南北及び深浅移動を行い、暖期には北方及び深

海域に移動し、寒期には逆に南方及び浅海域に移動する。

Octopus vulugarisマダコ

日本で漁獲されるマダコと同種である。「モ」国全域の沿岸から水深 200m 付近にまで分布す

る。北部、中部、南部で３群に分かれると推定されている。北部及び中部に高密度に分布して

おり、産卵場と幼タコの生息域がある。５・６月産まれのほか、９・10月に産まれるものがあ

る。

Sepia officinalisヨーロッパコウイカ（モンゴウイカ）

「モ」国には６種のコウイカ類が生息している。商業漁業では主に S . o f f i c i n a l i s と

S.berthelotiを対象にしており、そのうちS.officinalisが漁獲の 80％を占める。本種は、北海

から南アフリカまでの沿岸に分布している。「モ」国沿岸では水深10～ 100mに生息し、特に、バ

ンダルゲン水域沖と、ヌアクショット周辺の水深 50m以浅に多い。

Loligo vurgarisヨーロッパヤリイカ

「モ」国沿岸の水深200mまでの大陸棚水域に分布する。特に水深 50m以浅で漁獲されるヤリイ

カ類は大部分が本種である。水深 100m以深では L.ommasterphidesが多くなる。レブリエ湾とバ

ンダルゲン水域は本種の産卵場になっている。

Panulirus regius沿岸性イセエビ

ダクラ（北緯 24度）からアンゴラ（南緯 16度）までの大西洋東部に生息している。岩礁性の海

域に特に多く、水深数 mの沿岸で漁獲される。最も多く生息しているのは水深８～ 10mである

が、時期によっては水深25～ 30m付近に集まる。適水温はおよそ21℃で、ブランコ岬では17～

23℃の水域に生息する。

Palinurus mauritanicus深海性イセエビ

本種はアイルランドのケルト海にまで広く生息し、スペイン国、ポルトガル国、モロッコ国

の沖や地中海のアルジェリア国、テュニジア国、コルシカ島の沿岸にも生息している。水温 12

から 15℃の冷たい海域に生息し、23℃以上では死ぬ。「モ」国では水深 20～ 600mに生息してい
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るが、水深80～ 200mに最も多く分布している。産卵場や生育場についてはほとんど分かってい

ない。

Penaeus notialisクルマエビ属の一種

大西洋の両側に分布し、西側ではメキシコ国のユカタン半島からブラジル国のフリオ岬及び

カリブ海のいくつかの島の周辺、東側ではブランコ岬からアンゴラ国まで分布する。「モ」国沿

岸では水深80m以浅に生息するが、南部のヌアクショットとサンルイの間及び北緯 18度 50分～

20度のバンダルゲン沖の水域に特に高密度に分布する。

本種は海で産卵するが、幼生は河口やラグーン域に生息する。主な生育場はバンダルゲンの

浅瀬やチドラ島の沿岸域及びセネガル川の河口域である。

Parapenaeus longirostrisクルマエビ科の一種

地中海及びポルトガル国からナミビア国までの大西洋沿岸に分布し、泥あるいは砂泥質の水

域に生息している。「モ」国では水深 50～ 400mに生息し、特に 100～ 200mで多い。産卵水域は

水深200～ 300mのところで、ふ化した幼生は成長して遊泳力がつくと沿岸域に向かい、水深50

～ 150mの水域に着底する。

Geryon maritaeオオエンコウガニの一種

「モ」国では水深 400～ 800mの海域でみられ、北緯 20度 36分まで分布することが知られてい

る。特に北緯16度 04分と北緯 17度 30分の水域で最も多く生息している。抱卵した雌の 155個

体が水深 370～ 400mで漁獲されており、産卵場は 350～ 400mであると考えられている。
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３－６　他のドナーとの関係

（1）本調査の要請と他のドナーとの関係

本調査の要請の背景には、1998年 12月の援助国（世銀、ＩＭＦ、ＥＵ、フランス国、ドイ

ツ国、スペイン国、アフリカ開銀など）によるＣＮＲＯＰ作業部会における資源の持続的管理

に対する取り組み状況如何では援助中止もあり得るとの意向が強く働いていると考えられる。

このため、今回事前調査で世銀･仏協力省への訪問を行ったところ、彼らは本調査に強い関心

を有している模様であり、本調査の結果はこれら機関をはじめとするドナー国の今後の「モ」

国に対する援助方針にも影響を与えるものと考えられる。

（2）「モ」国政府及び世銀の考え

本調査への期待という点では、世銀はドナーの中でも少し異なった見方をしている。

過去にスペイン国などが「モ」国沖合の浮魚対象の資源調査を実施したが、スペイン国は沖

合で浮魚対象とした漁業活動を行っていることから、スペイン国に不利な資源評価はしない、

すなわちデータの公平性に欠けるとの見方を世銀はとっている。

これは、「モ」国も同様の見解であった。

そのため、現在沖合でマグロを対象とした漁業活動を行っているものの主要な入漁国では

ない日本が中立的な立場で資源調査を実施するとの期待は強いものと思われた。

（3）世銀以外のドナーの考え（動き）

今回の事前調査では、世銀以外にフランス協力省への表敬を行った。

フランス協力省からは、98 年６月にフランス国と「モ」国の共同委員会が３つの緊急課題

（①漁業資源の管理･開発･評価に対する支援、②海洋汚染防止に対する支援、③零細漁業者育

成･安全教育･登録制度などの支援）を提言しており、今後具体的な取り組みを行っていきたい

とのコメントをもらった。しかし、1980年頃から継続して調査船の乗組員の派遣を行ってき

たものの、日本国が調査船供与を行ったとたんにその派遣を中止しており、いまだ再開の予

定はないなどから考えると、本調査の動向を見た上で、今後の対応を検討するものと思われ

る。

なお、現在、実施中の援助は以下のとおりである。

・沖合浮魚の漁獲調査（調査方法のトレーニングはロシア国が実施、運航経費などはオラン

ダ国が実施）

・バンダルゲン国立公園内の生態系調査と称し、同公園内の７村において漁業実態と出現

漁種に関する聞き取り調査をフランス国が実施

・漁業監視船の供与をドイツ国が実施
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・アフリカ西海岸（モロッコ－モーリタニア－セネガル）全域において年１回の漁探による

資源量調査をＦＡＯが実施

３－７　バンダルゲン国立公園局との調整

本調査の対象地域内にバンダルゲン国立公園が含まれている。バンダルゲン国立公園は 1986年

にＵＮＥＳＣＯの世界遺産に指定され、1989年にはラムサール条約にも調印されている地区であ

り、魚の産卵・成長の場、また渡り鳥の飛来地とのことから、現在エンジンなしの帆付き漁船の

み、しかも地元漁民に限り漁撈活動が認められている地区である。

当公園を管理しているのは、バンダルゲン国立公園局であり、当機関は首相府の直接の傘下に

置かれている。

今回事前調査団が当機関訪問した際に、以下の条件を提示されたものの、水産資源管理を目的

にＣＮＲＯＰが行う調査については、制約を加えるものではないとのコメントをもらった。

・当公園内は写真撮影を禁止していること。

・インフラ施設もなく、脆弱な施設が多いため、人数を制限して入園すること。

しかしながら、資源管理研究局から今後いかなる条件を課せられるか不明なため、資源管理研

究局とＣＮＲＯＰが責任を持って当局との調整に当たることとし、日本国側は直接当局と交渉し

ないでほしいとのコメントが出された。
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４．本調査の結果

４－１　漁具・漁法

４－１－１　調査船の使用状況

日本国から供与された２隻の調査船は、1997年は、ＣＮＲＯＰ側の予算措置が遅れたため、わ

ずか４日間のみの運行であった。1998年には計画どおり予算計上がなされ、AL-Awam（外洋型）

104日、Amrigue（沿岸型）70日の調査航海が実施されている。

２隻の調査船が供与される 1997年までは、N'Diago約 300G/T（日本の民間団体の寄贈船で船齢

約 25年）を使用してフランス国から派遣された船長により調査を行っていた。しかし日本から

２隻の調査船が供与されるに伴い、フランス人は引き上げ、新たに派遣される予定はない。

1998年における調査航海の内容、1999年の運行計画及び調査船の要目についてそれぞれは表

４－１、４－２及び４－３に整理した。

AL-Awam、Amrigueとも日本国から供与されて２年目であること、本格的に調査に活用され始

めたのは 1998年からであることから、船体を含めあまり手入れが良いとはいえないものの、漁

具類、漁撈機械類は問題なく使用できる。又ヌアディブはトロール漁船の基地として機能して

いることから、機器の修理なども可能と思われる。しかし途上国では、調査航海に出る前の当

然しなければならない事前の準備などがおろそかにされることが多く、この点に注意する必要

があろう。

船長以下乗組員の技量を判定する機会はなかったが、200m以深のトロール漁業を実施したこ

とがないので日本人の専門家に指導してもらいたいとの発言があったことなど勘案すると、ト

ロールの操業技術に対する習熟度は不十分ではないかと思われる。漁具・漁法の専門家は、ト

ロール漁業に習熟した専門家であることが必要であろう。又 AL-Awam、Amrigue２隻を同時に調

査に出すような運行計画にするのであれば、２名の専門家が必要になろう。
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表４－１　ＣＮＲＯＰ調査船AL-Awam Amrigue運行実績（1998）

AL-Awan Amrigue

月 日数 調　　査　　目　　的 月 日数 調　　査　　目　　的

4,5 17 底曳きによる資源量調査 3 3 沿岸漁場水深調査

6 17 底曳きによる資源量調査 4 3 沿岸漁場水深調査

9 5 禁漁期の効果判定 5 7 沿岸漁場水深調査及び沿岸汚染調査

10 20 底曳きによる資源量調査 6 3 沿岸環境調査

11 14 計量漁探による資源調査禁漁期の効果判定 7 12 ボラの生物学的調査及び沿岸環境調査

12 4 Langoustes Roses漁獲調査 8 3 沿岸環境調査

12 10 海洋調査 9 11 ボラの生物学的調査及び沿岸環境調査

12 17 底曳きによる資源量調査 10 2 沿岸環境調査

11 17 沿岸漁場水深調査及び沿岸汚染調査、

漁獲調査（1日）

12 10 ボラの生物学的調査及び沿岸環境調査

計 104 70

表４－２　調査船の運行計画（1999）

（1） AL-Awan  計 122日

月／日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

3

4 底魚調査、海洋調査、生物調査

5 計量魚探調査、海洋調査

6 海洋調査

7 底魚調査

8 禁漁の効果

9 計量魚探調査、海洋調査

10 底魚調査　禁漁の効果

11 海洋調査

12 底魚調査

（2） Amrigue　計 101日

月／日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

3

4

5 ボラ調査 機能調整訓練

6 Methodologie

7 ボラ調査

8 ボラ調査 機能調整訓練

9 Methodologie

10 ボラ調査

11 Evaluation

12 ボラ調査

海

洋

調

査

、

汚

染

調

査

海

洋

調

査

、

汚

染

調

査

海

洋

調

査

、

汚

染

調

査
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表４－３　調査船要目

船　名 全長（m） 総トン数 主機馬力 定　員 船　型

AL-Awam 30.0 300 1,200 30 船尾トロール

Amrigue 16.0 65 460 8 双胴型、小型底曳

４－１－２　調査用資機材の装備状況と新たに調達が必要な資機材の調達可能性

（1）調査船

1） AL-Awam

AL-Awamに装備されている主な現有機材は次のとおりである。

□ 調査機器類

計量魚探　SIMRAD EK500 with Integrator

ドップラー流速計　FURUNO CI-30

音響測深機　FURUNO CV-T80

網測深計

ＧＰＳ×２

ビデオソナー　CH-5010

カラーネットレコーダー　CN-10B

パソコン、　プリンター

ＳＴＤ読取装置付、（ALEC製 ASTD-16） 200m水深用

採水器　ニスキン型 1.7�容　16式

プランクトンネット、植物、動物、稚魚各１式

採泥機

セッキディスク（透明度板）

水色計

多機能水質測定器

□ 漁具

底曳トロール網　完成品　１式、陸棚斜面用トロ－ル網　完成品　１式、

中層トロール網１式、刺網、３枚網など、マグロ延縄、カニ籠、ロブスター籠など

トロール繰業に使用する現有の漁具としては、底引き網（１張、予備網地を含む）、

ワープ（3,000m×２）、オッタ―ボードなどが装備されている。予備網地は相当数残っ

ており、軽度の網損傷については十分対応できる。ただし、期間が限られ、海底の状
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況に不明な点のある本格調査の試験操業においては不測の事態により網が大破するこ

とも想定される。したがって、その対応としてスペアの底引き網完備品１張を調達す

る必要があると思われる。

2） Amrigue

Amrigueに装備されている主な現有機材は次のとおりである。

□ 調査機器類

ＧＰＳ×２、Echo sounder×２、潮流計、転倒寒暖計、採水器、Bottom Sampler

□ 漁具

ビームトロール完成品　１式、刺し網　200mm、120mm、70mm　各１式、

三枚網　１式

Amrigueについても AL-Awamと同様の理由でスペアとしてのビームトロール完成品１張

の調達が必要と考えられる。

（2）ＣＮＲＯＰ研究所

ＣＮＲＯＰの主要な現有機材を表４－４に整理した。

本格調査において、新に調達が必要としてＣＮＲＯＰから要請のあった機材は付属資料

５に添付するとおりである。その中で、事前調査団として特に必要と考える機材には次の

ようなものがある。

① 自動天秤 １式

② 硬質組織精密切断機（耳石カッター） １式

③ コンピューター、付属品、及びソフトウェア－ １式

なお、コンピューター、付属品及びソフトウェアーについては、ヌアクショットで

調達可能であり、納期は仏語版で２週間、英語版で３週間程度である。
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表４－４　ＣＮＲＯＰ現有機材一覧表

品　　　　　名 数　量 備　　　　　考

DRVE生態生物学研究室
電子秤 3 2台使用不能
ポータブル秤 2 1台使用不能
魚類メータ－　(Ichtyometer) 1

UNITE AGEAGE
受像モニター(ソニー) 1
両眼ルーペ(光源付き) 2
カメラ(ソニー) 1
アダプター 1
カメラ付属品付きオリンパス 1
電子ノギス 1
魚類メータ－(Ichtyometer) 2
解剖セット 2
電子秤 (max.2100) 1
耳石秤 2
顕微鏡 Wild m8+ソニーカメラ 1
双眼顕微鏡光源付き 1

情報処理室
コンピューター　Gateway 2000 2
HP Laser-jet 4 1
10kg計量器 1
電子秤 1
200kg計量器 1
プレート秤 1
メラ－秤　PM600 1

生物資源環境部
転倒採水器サポート 12
転倒採水器 6
透明度板 2
海流計　付属品付 5
温度測定器 2

DEA開発管理部
コンピューター 3
レーザープリンター　Jet 5 1

DSI統計情報部
コンピューター OCK 1
コンピューター Dell 2 故障
コンピューター Mitac　 6 3台故障
コンピューター IBM 1 故障
レーザープリンター　Jet5 2
プリンター Fujitsi Rx7100 1
プリンター Fx 1050 1
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４－２　資源調査

４－２－１　ＣＮＲＯＰにおける資源調査実績

我が国が無償供与した浅海・沖合調査船２隻 Amrigue（60トン）、AL-Awam（301トン）は 1997年

には運航予算が確保されていなかったため、ほとんど調査活動を行わなかった。しかし、1998

年には Amrigueが 69日、AL-Awamが 105日の調査活動を行った。1999年は前者が 101日、後者が

120日の運航を予定している。なお、1998年にＣＮＲＯＰにおいて実施された資源調査は下記の

とおりである。

（1）底魚類資源評価調査

1998年には AL-Awamによる底魚類の資源評価を目的とした着底トロール調査は４回実施

された。

A） ４月 20日から５月５日に「モ」国の大陸棚水域の全域で計 88回の着底トロールによる

調査。

B） ７月 20日から８月５日に大陸棚水域の全域で計 85回の着底トロールによる調査。

C） 10月 11日から 26日に大陸棚水域の全域で計 91回の着底トロールによる調査。

D） 12月 29日から１月 14日に大陸棚水域の全域で計 86回の着底トロールによる調査。

（2）禁漁期の調査

８月 29日～９月１日に禁漁期におけるタコの生息状況について、AL-Awamでトロールに

よる 19回の調査。

（3）イセエビ調査

深海性イセエビ資源について、AL-Awamでトロールによる 13回の調査。調査期間は 12月

16日から 19日。

（4）浮魚類に関する調査

A） ロシア国の調査船アトラントニロによる共同調査で、計量魚探による浮魚類の調査。

調査期間は６月 20日から７月５日。

B） ノールウェー国の調査船フリッチョフナンセンによる共同調査で、計量魚探による調

査。調査期間は 11月 10日から 18日。

C） ロシア国の研究者の支援を得て、AL-Awamの計量魚探に関する技術の習得。調査期間は

11月 21日から 30日。
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（5）Amrigueによるバンダルゲン周辺調査

ボラの分布調査及び複数の採集漁具の効率を評価するための調査。ビームトロール２回、

地引き網３回、刺網30回、イムラーゲン刺網３回の調査を実施。調査期間は８月２日～９

日。

４－２－２　ＣＮＲＯＰ以外の研究機関による実績

「モ」国においてはＣＮＲＯＰ以外には水産資源に関する研究機関は存在しない。

４－２－３　調査対象水域、操業期間、調査時期設定にあたっての配慮事項

調査対象水域は「モ」国側の必要性を最大限に考慮し、広範囲に多数の魚種の評価が可能とな

るよう調査船の調査能力の範囲内で幅広い水深帯（３～ 600m）を設定した。AL-Awamによる着底

トロール及び Amrigueによるビームトロールともに十分に習熟しているとはいえないのが現状で

ある。特に南部海域は海底地形が複雑な場所が多く、また調査経験が少ない水深 200m以深の大

陸棚斜面における着底トロールや、浅海域でのビームトロール調査については、豊富な経験を

有する漁撈技術の専門家の派遣が必要であろう。

また、バンダルゲン国立公園水域も調査対象水域に含めることとされたが、現在同水域は厳

重な保護水面とされており、公園管理当局は本件調査の結果が同公園水域での漁業規制緩和の

要求につながることを強く危惧していることが伺える。同水域での保護処置は漁業振興の観点

からみれば過剰とも考えられるが、基本的にはモーリタニアの国内政策の問題であり、調査実

施にあたっては公園当局との折衝は漁業・海洋経済省にゆだねることにより、日本国側として

公園管理当局の不必要な反発を買わないよう配慮することも必要であろう。

４－３　資源管理

４－３－１　漁業行政・予算

（1）行政組織

「モ」国の漁業行政を統括する漁業・海洋経済省の組織は 1998年６月 17日の政令（デクレ

0067-98）により改定され、従来の６局体制から７局体制となった。同政令にもとづき作成

した新組織図は図４－１のとおりである。局レベルでの大きな変更点は次のとおりである。

① 旧商業漁業局及び零細漁業局は漁業局として統合され、漁業行政全般を統括的に管

理することになった。

② 一方、漁業行政とは一線を画すかたちで資源管理研究局（以下、資源管理局という）

及び水産製品振興局が新設された。なお、資源管理局の前身は大臣直属の公施設法
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人ＣＥＡＭＰ（漁業・海洋経済省支援経済分析室）である。

すなわち、資源管理に関する行政は資源管理局による科学的・統計的なデータにもとづ

く提言をふまえて、漁業局が実務をおこない、法規の遵守については漁業監視・海洋管理

局が実施する、という体制になっている。ここで科学的・統計的な調査や研究については

ＣＮＲＯＰが実施することになる。すなわち、これら資源管理に関する調査及び行政実務

の概要は次のように整理できる。

ＣＮＲＯＰ　→　資源管理局　→　漁業局　→　漁業監視・海洋管理局（ＤＳＰＣＭ）

（調査・研究） （提言） （実施） （取り締まり）

組織上ＣＮＲＯＰは大臣直属の公施設法人として資源管理局とは独立しているが（図４－

１）、お互いの連絡は密であることが現地調査で確認された。ＣＮＲＯＰの組織図は図４－

２のとおりであり、漁業資源の評価については開発管理部（ＤＥＡ）が中心となって実施す

ることになる。
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表４－５　ＣＮＲＯＰ予算

単位：1,000UM

1998年 1999年

総予算 290,000 360,000

研究部門業務予算 75,088 143,000

　　海上調査 23,060 32,000

　　情報収集 5,748 8,000

　　衛生検査 5,025 5,000

　　研究室分析業務 2,000 5,000

　　データ処理・解析 -　 -　

　　研究助成 2,800 14,000

　　セミナー＆シンポジウム 5,100 6,000

　　海外会議出席 2,820 6,000

　　国内会議出席 1,068 2,500

　　研修 7,001 6,500

　　資格取得支援 3,000 -　

　　機材購入 9,550 26,000

　　消耗品 2,616 12,000

　　支援機材（車両） 5,300 20,000

４－３－２　漁業法・漁業規制

「モ」国の海洋漁業法は1988年 10月 30日に制定され（オルドナーンス88-144）、その後政令（デ

クレ）により細則を改定しつつ今日にいたっている。以下では主な漁業規制について整理する。

（1）海域別漁業規制

「モ」国ＥＥＺにおける操業規制は北緯 19度 21分以北の北部海域とそれ以南の南部海域

の２海域に分けて設定されている。

現在、タコなど底魚の主要漁場となっており、かつバンダルゲン国立公園という自然保

護区域のある北部水域の沿岸では詳細に操業ゾーン区分が行われている。一方、南部海域

では個別の操業ゾーンを設定するまでの検討は行われていない。

南部海域、北部海域別の空間的な操業規制を図４－３及び４－４に示す。
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（2）漁具規制

主な漁具規制は次のとおりである。

□ 火薬・毒物類の使用禁止（第 88/144PCMSN 号、第 27条）

□ 漁網の制限（第 89/100/PCMSN号、第 13及び 14条）

a. 接地箇所が１箇所のクロス網、袋網（不動網）、流し網の最小目合：110mm。

b. すべての曳網漁の最小目合：底曳トロール網（70mm）、浮魚トロール網（40mm）、エビ

トロール網（40mm）、マグロ曳網（140mm）、旋網（20mm）

（3）漁獲規制（第 89/100/PCMSN号、第 12及び 15条）

□ 海産哺乳類の捕獲禁止

□ 最小漁獲サイズ・重量は以下のとおり。

Octopus spp.（タコ 500g）、Sepia spp.（紋甲イカ、甲長 13cm）、Panulirus regius, P.

mauritanicus（イセエビ類、体長21cm）、Sardinella spp.（サッパ類、全長18cm）、Sparus

spp., Pagrus spp., Pagellus spp.（タイ類、全長 18cm）、Diplodus spp.（タイ類、

全長 15cm）、Merluccius spp.（メルルーサ、全長 30cm）

□ 抱卵イセエビの販売禁止及び船上保持禁止

（4）禁漁期

タコについて９～ 10月を全海域について禁漁とする。
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４－３－３　漁業監視体制

「モ」国ＥＥＺ内における漁船操業の監視はヌアディブにある漁業監視・海洋管理局

（ＤＳＰＣＭ）がおこなっている。ＤＳＰＣＭは漁業活動だけでなく、海上運行の監視・取り締

まり、海難救助及び海洋汚染対策などを任務とする漁業経済省下の組織である。業務の性格上

ＤＳＰＣＭの職員（監視船乗組員を含め約 200名）のうち半数は国防省より派遣されている。

ＤＳＰＣＭは監視課、統計課、技術課及び財務課の４課からなり、次のような装備を整えて

いる。

－外洋大型船　　　　　　２隻

－沿岸監視船　　　　　　１隻

－違法漁業取締船　　　　８隻（うち３台はヨーロッパから供与された新船）

－ベネット　　　　　　　３隻

－小型飛行機　　　　　　１機

－レーダーステーション　３箇所（ブランコ岬、タワリッド、マンガール）

ＤＳＰＣＭの監視船はヌアディブ港を基地としていること、レーダーステーションは北部地

域に集中していることから現在の主漁場である北部海域についての監視網は充実してきたが、

南部海域については手薄となっている。ＤＳＰＣＭでは南部地域におけるレーダーステーショ

ンの新設について検討中である。なお、監視船は武装されてはいない。

ＤＳＰＣＭの監視業務のうち約８割は漁業に関するものである。以前はＣＮＲＯＰの研究者

もＤＳＰＣＭの監視船に乗船し、資源調査にあたることがあったが、現在では調査船が整備さ

れたのでそれぞれ独自の活動をおこなっている。

４－３－４　資源管理・評価に関する最近の動向

（1）現行の漁業開発計画

漁業・海洋経済省が策定した漁業開発計画（1998～ 2000）の目標は以下のように整理され

ている。

①漁業資源の管理体制の強化

②漁業資源の持続的・合理的な利用

③沿岸零細漁業の開発（沿岸地域の総合施設の強化を含む）

④水産の輸出振興

⑤環境保全と海洋の生態系の保護

これらの目標を達成するための戦略として、水産行政の統合、沖合漁業の調査、漁業規

制の強化、資源保護、漁業施設の整備、金融制度の充実、人材育成、環境保全と生物多様

性の維持などがあげられている。
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以上のなかでも資源管理体制の強化は最優先項目として位置づけられ、関連した漁業活

動の合理化、最適漁獲資源及び収益性に基づいた漁獲量の増大、漁業資源の保全と漁業管

理に関する機能強化などが強調されている。より具体的には、対象資源量の各水準の把握、

資源量と漁獲努力量との適正なバランスの把握、資源の分布海域の把握、適正な漁具の適

用方法の検討などが技術的な課題として認識されている。

（2）資源評価の現状

「モ」国水域の漁業資源については努力量当たり漁獲量（CPUE）の低下、すなわち資源状態

の悪化について内外から多くの指摘があり、政府による科学的な調査及び適正な資源管理

策の実施が要請されている。

このような中、1998年３月 25～ 27日パリにおいて援助国会議が開催され、フランス国、

ドイツ国を中心に永続的な漁業管理政策を取らないかぎり援助を縮小する旨通告がなされ

た。「モ」国政府はそれを受けて同年６月新たに水産分野の開発戦略（収集資料）を作成し、

各国に理解を求めている。さらに、科学的な資源調査に責任を持つＣＮＲＯＰは同年12月

ヌアディブにおいてＣＮＲＯＰ第四次作業部会を開催し、資源評価の現状について討議し

た。

ＣＮＲＯＰ第四次作業部会には「モ」国内の漁業専門家、資源学者、関連機関、漁業者団

体代表及び海外からの出席者（スペイン国、フランス国、ガンビア国、イギリス国、ギニア

国、オランダ国、ポルトガル国、ロシア国、セネガル国、カーボ・ヴェルデ国、そして国

際機関、地域機関ではＦＡＯ、世界銀行、ＥＵ、ＧＲＯＺＯＵなど）合わせて約 70名の関

係者が参加した。同部会の目的はモーリタニア経済水域内の水産資源評価を行うことであ

り、（a） 漁業の現状、（b） 資源評価、（c） 漁業管理、それぞれの項目について資源利用、

漁船勢力、社会・経済背景の観点から検討・討議された。資源評価については漁獲可能量

と現在の漁獲量の比較を行うことによって、資源の余裕量が評価された。その結果は表４

－６のように整理されている。
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４－３－５　資源管理上の問題点

（1）調査データの信頼性

資源管理における最も大きな問題は資源量評価に関する信頼できるデータが乏しいこと

である。この点については面談したほぼすべての関係者が一致した見解を示しており、上

記したＣＮＲＯＰの第四回作業部会でも強調されている。具体的には現行の調査データの

質を向上させると同時に次のような新規調査の必要性が指摘されている。

①　浅海域（水深 20m以浅）及び沖合域（200m以深）における資源調査

②　南部海域における資源調査

③　南部海域における零細漁業の実態調査

資源管理（漁業管理）と直接的に利害関係をもつ国内の漁業者組織、全国漁業連盟

（ＦＮＰ）からはこれら積極的な資源調査並びにデータの公表についての要望が非常に強い

ことが確認された。

（2）統計データの不整合

「モ」国では従来複数の機関から漁業生産・流通に関する統計データが公表されており、

それらの整合性が乏しいことが指摘されている。機関別の統計データ収集・整理の概要は

次のとおりである。

□ＣＮＲＯＰ：①陸上調査による零細漁業の水揚げ量データの収集。

②ＤＳＰＣＭから提供される国内大型船及び外国漁船の漁獲量の整理。

これら①、②のデータを総合して漁獲量についての統計と取りまとめる。

□ＤＳＰＣＭ：漁業日誌の統計処理による国内大型漁船及び外国漁船の漁獲量調査。整

理されたデータはＣＮＲＯＰに提出するが、独自でも漁船操業実態と漁

獲量についてのデータを公表している。なお、「モ」国海域で操業する商

業漁船（外国漁船を含む）はＤＳＰＣＭに操業日誌を提出する義務が課さ

れている。

□Ｓ　Ｍ　Ｃ　Ｐ：「モ」国に陸揚げされ、冷凍魚として輸出する場合、すべてＳＭＣＰを通

じておこなわなければならないことが法律で規定されている。そして、

ＳＭＣＰでは冷凍魚の輸出についての統計を取りまとめている。この統

計には鮮魚や干物で輸出される分や「モ」国に陸揚げされず直接輸出され

る分がカウントされてないことに注意する必要がある。

□税　　　関：冷凍魚を含むすべての輸出品目について数量と金額についての統計を取

りまとめる。

このように漁業に関する「モ」国の統計システムは一元的に管理されたものとなっておら
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ず、それぞれの機関が発行する数値に不整合が生じるケースも見られた。水産統計につい

ては今後漁業経済省内でＣＮＲＯＰ－資源管理局というラインで公表数値の統一を図る方

向でソフト／ハード両面から検討が進められている。

４－３－６　今後の資源管理指針

漁業・海洋経済省では近い将来におけるＴＡＣ制度（漁獲可能資源量の設定）の導入には消極

的であった。その理由はいまだＴＡＣを設定し、独自で管理できるだけの情報及び組織体制が

整っていないことにある。一方、比較的データが豊富なタコ類については漁獲量削減の方針を

掲げ、禁漁期を設けるなどの取り組みがおこなわれている。

今後の予定として漁業・海洋経済省は、商品価値が高く、資源量が減少傾向にある底魚類（タ

コを含む）について 2002年よりすべて「モ」国へ一旦陸揚げする法律を起案するなど資源管理を

より実効あるものにする意向を持っている。そのため、本開発調査により底魚類全般について、

魚種別資源評価の基礎データを収集することから、ＴＡＣの設定にはいたらないかも知れない

が、開発可能資源量の推定、漁場別の資源利用の方向性、適正な漁獲努力量、禁漁期の必要性、

漁具・漁法の制限などについて客観的な検討を加えたい、との意向を確認している。

なお、資源管理指針を実効あるものとするには行政側の実施体制及び漁業者、そのほか水産

関係者の理解・協力が不可欠である。本格調査においてはこれら組織制度面からの調査も不可

欠であろう。

４－４　水産経済

４－４－１　漁業ライセンスと商業漁業の実態

「モ」国の商業漁業ライセンスにはモーリタニア漁船を対象とするAUTORISES、モーリタニア法

人が傭船した外国漁船（「モ」国傭上漁船）を対象とする AFFRETES 及び外国漁船を対象とする

LICENCEの３種類がある。

「モ」国の法規では漁船乗組員のうち AUTORISESでは 100％、AFFRETESについては 35％以上が

モーリタニア人でなければならないと定めている。しかしながら、職務内容別の規定ではない

ため幹部船員（漁撈長、船長、機関長）については「モ」国漁船であっても外国人を雇用している

ケースが多い。特に、船凍船については幹部船員のほとんどが外国人である。氷蔵船（これは大

半が「モ」国漁船）については中国タイプとそれ以外に分けられるが、前者については中国人を

雇用している。氷蔵船幹部の 50％程度は外国人である。

以下、漁業ライセンス別に操業実態を概観する。
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（1）モーリタニア国籍船（AUTORISES）

底層トロール漁業は政府間漁業協定によるＥＵ漁船枠を除き、原則的にモーリタニア国

籍の漁船のみを対象に、年間 200隻を上限として許可が行われている。この中には合弁会

社を含め多くの中国漁船も含まれるが、船籍はあくまでモーリタニアであり（一部例外あ

り）、船員（中国人を含む）は会社との雇用関係により就労している。

（2）モーリタニア国チャーター漁船（AFFRETES）

チャーター（傭船）漁船システムは同国の漁業における特徴的な操業形態である。チャー

ター漁船システムとは「モ」国の水産会社が外国船籍の漁船を借上げ、「モ」国水域で漁業を

おこなうシステムである。多くの場合、船長、漁撈長、機関長ら幹部職員及び上級甲板員

も含めた傭船契約となっている。

チャーター漁船には一部底魚トロール船もあるが、その大半は浮魚（サッパ、アジ、サバ、

イワシ、タチウオ、カツオなど）を対象とする中層トロール船である。傭船元はロシア国、

ウクライナ国、リトアニア国、ラトヴィア国、ポーランド国など東欧諸国とマルタ国、オ

ランダ国、ポルトガル国などであり、「モ」国水産会社からの申請により、漁業・海洋経済

省が個別に操業許可をおこなっている。

チャーター船による操業では水揚げ収入の 67％を本船側が取り、33％を「モ」国水産会社

が取るというのが一般的である。漁獲物（浮魚類）は一旦ヌアディブ港にて輸送船に積み替

えた後輸出される。その際に発生する輸出税が国庫収入となる。

（3）漁業協定と外国船の入漁状況（LICENCE）

現在モーリタニア政府が政府間（Ｇ／Ｇベース）で漁業交渉を行い、協定が締結されてい

るのはヨーロッパ連合（ＥＵ）のみである。現行の対ＥＵ漁業協定は 1996 年６月 20 日ブ

リュッセルで調印されたものであり、1996年８月１日から2001年７月 31日の５か年間を協

定期間としている。入漁料は５年間で総額 5,336万 ECUS（約 67億円；１ ECUS＝ 125円とし

て）が見込まれている。

同協定の内容は表４－７に示すとおりであり、新協定ではＥＵ側の入漁漁獲努力量上限

（総トン数あるいは漁船数）が25％程度増加される一方、入漁料原単位の増額が図られてい

る。入漁料については底魚トロール漁業については操業漁船の総トン数で、またマグロ漁

業については漁船当たり一定額方式で徴収される。なお、実際には表に示された許可総ト

ン数あるいは漁船数の100％が入漁する訳ではなく、延べでの入漁船数でみた入漁率は６割

程度と予想されている。
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（1）１人当たり水産物消費量

1996年において「モ」国ＥＥＺ内で漁獲された水産物62万 2,798トンのうち 98.3％（金額

では 95.6％）に当たる 61万 1,985トンが輸出向けとなっている。国内市場への魚の供給は

零細漁業による１万813トンに過ぎない。これを1996年の人口（235万 910人）で除すと「モ」

国全体で１人当たり水産物消費量は 4.6kgと推定される。表４－８の国内市場のうち都市

部とは首都ヌアクショット及び第二の都市ヌアディブの市場を指している。これら２都市

の人口（それぞれ、約 50万人及び８万人）を考慮すると都市部では１人当たり約12kg／年、

地方部では２ kg／人と推定され、都市部では魚消費が進んでいるが、地方部つまり内陸部

ではほとんど魚が食されていないという姿が理解できる。

（2）零細漁業による魚の流通

主に北部海域で漁獲されるタコや底魚類はその大半がヌアディブ経由で輸出に向けられ

る。これらの漁獲物は仲買人や加工業者の集荷所に運ばれるか、あるいは漁船が海岸沿い

に立地する冷凍加工業者の水揚げ場に直接陸揚げしている。取引きは相対方式であり、セ

リはおこなわれていない。南部地域からも底魚類の多くはヌアクショットに集荷され、冷

凍加工されたのちヌアディブのＳＭＣＰ経由で輸出されている。仲買人は定期的に漁村を

回り、買付けをおこなっている。

零細漁業で水揚げされる浮魚類は一般に地元消費に回るか、鮮魚あるいは干物加工され、

内陸部及び近隣のアフリカ諸国に輸出されている。ヌアクショット南部の漁村からは仲買

人によりセネガル方面に輸出されるものも多い。

冷凍輸出される底魚の量は零細漁業生産全体の 28.9％（6,441トン）であるが、金額では

53.3％（26億 4,900万 UM）を占めており、零細漁業においても底魚類は重要な経済的位置に

ある。

（3）商業漁業による魚の流通

商業漁業は「モ」国漁船、「モ」国チャーター船、外国漁船で行われており、その流通経路

は底魚、浮魚別にそれぞれ特徴のあるものになっている。底魚は主に「モ」国漁船によりヌ

アディブに水揚げされ、ＳＭＣＰ経由で輸出される。一方、浮魚は「モ」国チャーター船及

び外国漁船により水揚げされ、直接あるいは輸送船によりＳＭＣＰを経由することなく輸

出されている。これらの流通ルート、数量について以下に整理する。

□ 底魚

底魚の操業許可はＥＵとの協定を除き、すべて「モ」国企業によりおこなわれることに
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なっている。1996年の底魚類（後述するエビ類、メルルーサ、イセエビを除く）の漁獲量

は４万 2,473トンであり、「モ」国企業の漁船（チャーター船を含む）により全体の 84.8％

に相当する３万6,001トンが漁獲され、これらはごく一部（350トン）鮮魚で輸出される以

外、すべてＳＭＣＰ経由で冷凍品として輸出されている。輸出先は主にヨーロッパ諸国

及び日本国（特に頭足類）である。残り 15.2％に相当する 6,472 トンは船上凍結後直接

ヨーロッパ諸国に輸出されている。

商業漁業による底魚類の漁獲量は「モ」国ＥＥＺ内総漁獲量の 6.8％に過ぎないが、金

額では 111億 6,300万 UMと 31.5％を占めている。浮魚と異なり、「モ」国船による操業が

主体であること、ほとんどがヌアディブで一旦水揚げされＳＭＣＰ経由で輸出されてい

ることから底魚漁業は現在モーリタニアにとって最も重要な漁業形態となっている。

□ 浮魚

商業漁業における浮魚漁業（後述するマグロ類を除く）は「モ」国企業のチャーター船あ

るいは外国漁船（いずれも大型の冷凍船）により行われており、「モ」国独自の漁船は操業

していない。量的にみると「モ」国チャーター船の漁獲量が 50万 1,742トン（94.3％）、外

国漁船が３万600トン（6.7％）という内訳である。なお、浮魚類の漁獲量は年別に大きく

変動しており、1998年では 35万トン程度の水準である。

これらの浮魚は「モ」国に陸揚げされることなく、船上で凍結、あるいは魚粉などへの

加工がなされ、直接輸出されている。浮魚については魚運搬船による輸出も行われてい

る。

□ 特定対象種

マグロ類、エビ、メルルーサ及びイセエビについての商業漁業は特定漁業として別枠

で操業許可がなされており、イセエビ（「モ」国チャーター船による）を除き、すべて外国

漁船により漁獲されている。すなわち、マグロ類、エビ及びメルルーサについてはＥＥＺ

内で外国漁船により漁獲され、船上凍結・加工後直接輸出されるという構造になってい

る。これらの３つの特定漁業による漁獲量は２万5,735トンと全体の4.1％、金額では 60

億 2,100万 UMと 17.0％を占めている。イセエビについては漁獲量、金額とも少なく（12

トン、1,800万 UM）、ＳＭＣＰ経由で冷凍輸出されている。

（4）ＳＭＣＰの役割

水産物流通公社（ＳＭＣＰ）は国内水産関連企業の輸出促進を目的として、1980年６月５

日100％政府出資により設立された。その後 1994年には民間の資本を導入し、第３セクター
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として運営されている。現在、資本金１万 1,000UMのうち政府出資比率 35％、民間 65％で

ある。ＳＭＣＰの代表者は政府により任命される。スタッフは約80名。第３セクターとなっ

た後も「モ」国に陸揚げされる水産物で冷凍輸出するものはすべてＳＭＣＰを通じておこな

うことと規定されている。ＳＭＣＰの手数料は一律2.5％であり、その他必要に応じて保管

料を徴収する。ただし、ＳＭＣＰは自前の冷蔵庫を持っておらず、この部分は民間に委託

している。一時保管の量は常時２万トン前後である。

ＳＭＣＰによる輸出量、輸出金額の推移は図４－６のとおりである。1995年以降、数量、

金額とも減少傾向にあり、1998年実績では計２万 7,428トン、8,280万 US$となっている。

それら輸出先別内訳は数量ではヨーロッパ 55％、日本 43％、アフリカ諸国２％、金額では

それぞれ 41％、59％、１％未満である。アフリカ諸国向けの輸出は単価の安い浮魚である

が数量、金額とも無視できる程度に少ない。

冷凍魚の輸出までの経路は船上凍結によるものと氷蔵で水揚げして陸上凍結するものが

ある。前者についての陸揚げはヌアディブ港でなされなければならないと規定されており、

ＳＭＣＰの職員が港で数量検査をおこなっている。ＳＭＣＰでの取り扱い比率は船上凍結

が約６割、陸上凍結が４割である。南部で零細漁業により水揚げされる底魚類はヌアク

ショットの加工場で冷凍され、ヌアディブのＳＭＣＰ経由で輸出される。

外国漁船による直接輸出に関しては税関の管轄であり、ＳＭＣＰは関与してない。
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の互助組織として機能している。ＦＮＰの原資は100％民間の組織構成員からの分担金によ

り運営され、構成員には漁業関連機材の免税措置などの特典が行われている。本部はヌア

ディブにおかれ以下の３セクション体制で運営されている。

① 底魚・浮魚セクション

構成員：氷蔵船 106隻、冷凍船 88隻、外洋船 55隻

② 工場・サービス業者セクション

構成員：加工工場、70社、サービス業 45社

③ 零細漁業セクション

構成員：ヌアクショット漁船 2,000隻、ヌアディブ漁船 2,300隻

ＦＮＰ会員の年会費は業種により異なり、船主20万 UM、小企業20万 UM、大企業40万 UM、

サービス業 15万 UMである。零細漁民については水揚げトン数当たり 1,500UMである。

（2）モーリタニア海上信用金庫（ＵＮＣＯＰＡＮ）

ＵＮＣＯＰＡＮは零細漁民を対象とする融資支援機関として、1996年フランス開発基金

からの原資協力により設立された。組織的に北部を管轄するＣＯＰＡＮ Nordと南部を管轄

するＣＯＰＡＮ Sudに分けられている。

漁民が融資を受ける際には自動的に融資額の５％でＵＮＣＯＰＡＮの株式を取得するよ

う義務づけられており、それを考慮した年利は 13％となる。すなわち、100万 UMの融資申

請の場合、95万 UMは現金で５万 UMは株券として拠出され、返済金額の合計は 113万 UMと

なる。ＵＮＣＯＰＡＮでは運用益 13％のうち 11％をフランス開発基金への返済に、２％を

株主配当にあてるシステムをとっている。

「モ」国における市中銀行の利率は税金を含め20～ 25％であり、零細漁民にとっては便益

のある金融機関である。現在ＦＮＰ会員の約 15％程度がこのＵＮＣＯＰＡＮを利用してい

る。

４－４－４　ＣＮＲＯＰによる漁業実態調査

ＣＮＲＯＰの開発管理部には社会経済研究室があり、現在零細漁業の実態を中心に次のよう

な調査を実施している。

（1）ヌアディブ周辺の水揚げ実態調査（週 3回程度）

ヌアディブにある零細漁港及びそのほか数箇所の水揚げ場に調査員を派遣し、漁獲努力

量（出港漁船数）、魚種別水揚げ量などを調査している。これはＣＮＲＯＰ本部の日常業務

として実施されているものである。
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（2）ヌアクショット魚市場の水揚げ実態調査（週３回程度）

上記と同様の方式でヌアクショット魚市場の水揚げ状況について調査している。これは

ＣＮＲＯＰヌアクショット支所の日常業務である。同支所ではヌアクショットの北方にあ

る２漁村（Blawakh及び Tanit）についても調査員を派遣して補足データの収集をおこなって

いる。

（3）バンダルゲン国立公園地域の漁業調査（週３回程度）

「モ」国バンダルゲン国立公園局ではフランス国と共同で同地域内の総括的な自然環境及

び社会経済調査を実施しており、ＣＮＲＯＰは漁業実態調査においてこの調査に協力して

いる。調査期間は 1997年から５年間の予定であり、ＣＮＲＯＰサイドの調査目的は漁業資

源の持続的利用におけるバンダルゲン海域の役割を明らかにすることである。

この調査はプロジェクト調査予算により、現地調査員計 14名を雇用し、同公園内の７村

について実施している。ＣＮＲＯＰは調査員の派遣前教育及び調査結果の解析について協

力している。

（4）全国沿岸漁村の調査（年２回）

毎年それぞれテーマを設定して、沿岸すべての漁村について社会経済的な調査を実施し

ている。１回の調査は約 20日間であり、ＣＮＲＯＰ所有の４ＷＤ車１台を用いて沿岸を縦

走する方式で調査している。

以上のようなＣＮＲＯＰによる日常調査により、ヌアディブ、ヌアクショット及びバンダル

ゲン地域については零細漁業による漁獲量データの信頼性が高まりつつある。一方、ブランコ

岬～ヌアクショット、ヌアクショット～ヌディアゴ（セネガルとの国境）間に点在する漁村につ

いては水揚げ量の把握が不完全である。これらの地域では季節的に対象種が変化すること、漁

民水揚げ場が一定でないことなどから漁獲量の推定が難しいとされている。また、現行の調査

では統計データを得ることを主目的としているため、魚体測定はほとんど実施されていない。

商業漁業の水揚げ量についてはＤＳＰＣＭによる漁船操業日誌のデータがあるのみであり、

ＣＮＲＯＰではこれ以上の調査はおこなっていない。なお、操業日誌では魚体サイズ別漁獲量

についてのデータが入手できる場合もあるが、信頼性は低いといわざるを得ない。また、陸揚

げされる漁獲物は冷蔵あるいは冷凍であり、魚体測定などにおいてはサンプルの購入を要求さ

れるケースが多く、実測データの入手が困難である。

本格調査においてはＣＮＲＯＰによる現行の調査体制と調整を取りながら、零細漁業につい

てはデータシートの見直しをおこない海上調査を補完するような陸上調査を実施する必要があ
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る。商業漁業については現実的に漁獲物の実測は難しいと考えられることから、ＤＳＰＣＭあ

るいはＳＭＣＰによるデータシート記載内容をもとに、海上調査のデータを加味しつつ魚体サ

イズ別の漁獲量を推定するのが妥当であろう。
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５．本格調査実施計画（案）

５－１　調査対象範囲

（1）海域

海域調査は、着底トロールによる漁獲調査及び生物調査を実施するものである。

そこで、対象海域としてはモーリタニアＥＥＺ内の沿岸域（３～20m）と沖合域（20～ 600m）

の全域とする（およそ４万 km2）。

なお、沿岸域の最低水深は調査船の喫水、ビームトロールの可能水深から設定したもので

あり、沖合域の最大水深は、商業漁業の漁場がおおむね600mまでであることから設定したも

のである。

また、20mは大陸棚を形成する水深（20～ 200m）の最低水深を意味するものであり、沿岸漁

業者が操業する最大水深でもある。

（2）陸域

陸域調査は、漁村社会､水産経済に関する調査と海域調査が年２回調査であることから、年

間をとおして継続的に漁獲物の種類、量を陸揚げされた漁獲物から把握する調査であり、海

域調査の補完調査と位置付けられるものである。

対象地域は主に北部沿岸域であるヌアディヴ、ヌアクショットの漁村とする。これらは、す

でにフランス国協力によりバンダルゲン国立公園局が行っている生態系調査で 1997年から漁

民聞き取り調査を行っている実績がある（ＣＮＲＯＰは調査員の派遣前教育及び調査結果の解

析を行っている）漁村であり、既存データの活用が期待されること、また沿岸域の中で最も漁

獲取扱い量が多いことに加え、ＣＮＲＯＰの本部と支局がヌアディヴ、ヌアクショットそれ

ぞれに存在し、年間をとおした継続調査が実施しやすいことから定義したものである。

しかし、「モ」国政府からは、沿岸域に点在する漁村はそれぞれ独自の漁業を行っており、北

部から南部にいたるすべての漁村を対象にする必要性を強調したことから、補足的にそれ以

外の漁村も対象とすることとした。

なお、それ以外の漁村をどこにするかは本格調査時に決定することとする。

５－２　調査漁法及び魚種

調査漁法及び魚種は、対象海域において着底トロールで漁獲されるすべての魚種となるが、生

物調査まで実施する魚種を特定すると以下の魚種となる。これは、ＣＮＲＯＰに過去に行った漁

獲調査・研究成果を勘案して優先順位を付けてもらい特定したものである。

なお、陸域調査でも同様の魚種を対象とする。
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・Pisces

Mugil cephalus

M. capuiri

Lisa aurata

Argyrosomus reguis

Solea senegalensis

Sparus caeruleostictus

Mustelus mustelus

Pagellus bellotti

Zeus faber

Psudopeneus prayensis

Dentex canariensis

D. angolensis

Epinephelus aeneus

Merluccius senegalensis

・Cephalopods

Octopus vulgaris

Sepia officinalis

Loligo vulgaris

・Crustacea

Panuliris regius

Palinuris mauritanicus

Penaeus notialis

Parapenaeus logirostris

Geryon maritea

・Others

５－３　調査船・海上調査用機材の必要諸元

調査船については、沿岸域（３～ 20m）は、Amrigue号を、沖合域（20～ 600m）は AL-Awan号を使

用することとする。なお、この２隻はいずれも 1996年に無償で供与した調査船である。

このため、調査用機材についてはおおむね揃っているものの、浅海域調査船Amrigue号において

ビームトロールが１セットしかなく、調査時の破損など考慮すれば、スペアネットを保有する必

要がある。なお、簡単なネット補修は船上で行える体制は整っているものと思われる。
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しかし、年齢形質などを調査するにあたりサンプルとなる耳石などの切断機は故障しており、

現在はスペインへ毎回輸送し切断してもらっているとのこと。これでは時間的にも経済的にも非

常に非効率であることから、新たに購入する必要があると考える。

また船上にて漁獲物の重量測定するための秤については、船の揺れのため通常の秤を使うこと

はできず、従来は船上の調査員が手動（手動の場合、揺れを吸収できる）で竿秤などを用いて重量

測定を行っていたが、時間的なロスを考慮すると船上用計測機器の導入も検討する必要がある。

トロール網の袖先間隔の計測については近年、計測機器が使用されるようになってきたが、メ

ンテナンスが困難であり、「モ」国ではＣＮＲＯＰによるこれまでの調査においても使用されてい

ない。このため、網規模から推定した袖先間隔の値を用いて曳網面積の推定を行うことで十分と

事前調査団は判断している。

５－４　調査時期・回数・ルート

ＣＮＲＯＰによると、対象海域は寒流のカナリア海流と暖流のギニア海流の影響を受ける海域

であり、しかも湧昇流の影響もあり、海洋学的には以下の４つの季節に分類される。

（1）寒期（１月～５月）

全海域がカナリア海流の影響を受ける季節である。

（2）移行期（６月～７月）

ヌアクショット付近を境にカナリア海流とギニア海流がぶつかりあう季節である。

（3）暖期（８月～ 10月）

全海域がギニア海流の影響を受ける季節である。

（4）移行期（11月～ 12月）

ヌアクショット付近を境にカナリア海流とギニア海流がぶつかりあう季節である。

そのため、ＣＮＲＯＰ側からは年４回の調査の必要性を主張されたが、「１－５　協議概要」で

も記述したとおり、（1）寒期と（3）暖期の年２回の実施とすることとなった。

ただし、ＣＮＲＯＰはほかの援助国から資源調査の取り組み状況の報告を義務づけられており、

前述したオランダによる沖合の浮魚調査が年４回の調査を実施していること、また昨年独自に年

４回大陸棚エリアで調査を行った経緯がある（調査結果について世銀などは評価していないとのこ

と）ことから、移行期の２回は、（1）寒期と（3）暖期のそれぞれの調査で学んだ技術を自ら実践す

る機会ととらえ、ＣＮＲＯＰが独自調査を行う。なおそこで得た調査結果は本調査の参考にして

欲しいとのコメントが当調査団に伝えられた。

調査ルートについては、ヌアディヴ港以外停泊する港が存在しないことから、「モ」国南部海域

であってもヌアディヴ港を発着港とする。ただし、途中ヌアクショット付近で給油などは可能で

あるとのことであった。
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５－５　調査体制

前述のとおり、「モ」国のＣ／Ｐ機関は、漁業・海洋経済省資源管理研究局と国立の研究センター

（行政的公施設法人）であるＣＮＲＯＰであり、陸上調査時の調査員と海上調査時の船長、船員、調

査員のそれぞれの人員はＣＮＲＯＰから配置されることを確認している。

また、漁業･海洋経済省資源管理研究局が、国内機関との調整、かつ総括的な責任機関として、

その役割を果たすことも確認している。

事前調査団はＣＮＲＯＰに対し、本調査において技術移転を行っていくためには本格調査団が

構成する担当分野と同一分野ごとにスタッフをカウンターパートとして配置してもらう必要があ

ることを説明した。その結果、ＣＮＲＯＰ側からは日本側本格調査団の担当分野として以下の分

野の要望が出された。

（1）底魚の資源評価

（2）漁法

（3）統計解析

（4）社会経済

（5）生物学

（6）漁場管理

よって、本格調査団選定にあたっては、これら担当分野について漏れのないよう十分配慮する

必要があろう。

ちなみに、ＣＮＲＯＰの概要は以下のとおりである。

・設立時期：1987年

・人　　員：140名（内訳は、研究者・技術者70名、乗組員20名、事務員50名）

・年間予算：４億～４億2,000万ウギア（うち３億ウギアは政府からの補助金）

・組織形態：管理部門（管理室、財務室、情報資料室など）

研究部門（資源統計情報室（ＰＳＩ）、資源生物環境室（ＤＲＶＥ）、

資源開発管理室（ＤＥＡ）、品質管理衛生検査室（ＤＶＥＳ）、

研究情報管理室（ＳＤＩＳ））

５－６　調査内容

５－６－１　資源調査の実施

（1）沖合域（20～ 600m）

調査船 AL-Awamを使用し、層化無作為抽出法により調査地点を決定する。

なお、調査点数は１日４回調査するものとし、１航海 25日とすると漁獲調査以外の作業
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量も考えられるが、調査点数は最大で 100点となる。なお調査海域面積は約３万 5,000km2

と想定される。

このほか、塩分、水温測定（PH測定は「モ」国が独自に調査するとのこと）などの海洋観測

を併せて行うこととする。

また、層化は従来ＣＮＲＯＰが行ってきた層化方法に最大限従うこととし、北緯16度２

分～ 17度 40分～ 19度 15分～ 20度 45分に分け、水深 20m～ 30m～ 80m～ 200m～ 400m～

600mの５層の計15層とする。南北の層化は漁業実態がちがい、水深の層化は海底勾配の緩

急により層化された各面積ができるだけ均一にするための設定であるとのことであった。

（2）沿岸域（３～ 20m）

調査船 Amrigueを使用し、あらかじめ定点を決め、調査地点とする。

これは、過去にビームトロールの実績がなく、海底の状況が不明確であり、海底が平坦

な場所を特定するのに相当時間を要するおそれがあることから、定点調査とする方が望ま

しいとの判断によるものである。

なお、調査点数は１日６回調査するものとし、１航海 15日とすると漁獲調査以外の作業

量も考えられるが、調査点数は最大で90点となる。なお調査海域面積は約5,000km2と想定

される。

このほか、塩分、水温測定（PH測定は「モ」国が独自に調査するとのこと）などの海洋観測

を併せて行うこととする。ただし、沿岸域については沖合域とは別に、流速測定（24時間

固定式）もあわせて行うこととする。

５－６－２　生物調査の実施

資源調査によって採集された魚類、頭足類、エビ・カニ類などについては、船上において①

全漁獲物について魚種別漁獲尾数及び重量の測定、②調査対象種及びそのほかの魚種などの体

長測定、③年齢形質（鱗、耳石など）の採取を行う必要がある。さらに、漁獲物の一部は必要に

応じて冷凍あるいは薬品による固定サンプルとし、ＣＮＲＯＰの研究室において生物調査を行

う。

調査項目としては、①体長、体重、性別、生殖腺重量、成熟度、胃内容物、②年齢形質の採

取及び年齢査定である。これらのデータを収集することにより、主要魚種の資源重量、資源尾

数、及びその体長組成が推定でき、さらに、年齢査定が可能な魚種については年齢別の資源量

の推定が可能であると事前調査団は判断している。

これと並行して、民間漁船の漁獲物の体長組成を明らかにするため、水揚げされた漁獲物の

体長測定を実施する必要があり、また必要に応じてその年齢査定も行うことが必要である。こ
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れは、調査船で推定された資源の実態に対し、民間漁船が調査対象種についてどのようなサイ

ズのものをどの程度漁獲しているのかを明らかにする必要があるためである。

なお調査場所、対象漁業種類、対象魚種については本格調査実施段階でＣＮＲＯＰと協議の

うえ、決定する必要がある。

５－６－３　漁村社会、水産経済に関する陸上調査

陸上調査は（1）「モ」国漁業を取り巻く社会経済事情を把握し、資源管理指針検討における基

礎資料を得ること、及び（2）漁業形態別の漁獲量について資源評価という観点からより精度を

高める調査を行い、海上調査を補完することを目的として実施する。コンサルタントは事前調

査の結果などを踏まえてより詳細な調査方法・内容を検討し、信頼性の高いデータの入手に努

める。

陸上調査では以下の項目などについて関連情報・資料の収集を行うものとする。

・自然条件（地形、気象、海況など）

・社会経済概況（人口、所得、社会構造、産業構造、社会基盤、地域開発計画など）

・零細漁業の実態（漁場、漁獲量、漁具・漁法、漁船装備、対象魚及びこれらの季節変化など）

・商業漁業の実態（同上）

・水産経済（漁民及び漁船員人口・所得、流通体制、流通ルート別取扱量・金額、漁業者組織、

国内消費の動向、輸出、漁業者教育体制など）

・水産関連施設（漁港、水揚げ施設、冷凍・加工施設、製氷施設など）

・行政・法規（漁業行政組織体制、漁業規制、外国船入漁規定、環境行政組織体制、環境法制

度など）

（1）零細漁業の実態及び漁獲量

第１回現地調査時においてモーリタニア国沿岸に点在するすべての漁村について質問表

形式で現地踏査をおこない、沿岸漁民の漁業実態及び社会経済事情の概要を把握する。

ＣＮＲＯＰでは年２～３回テーマを決めた全国漁村調査を実施しており、この調査と合同

で実施することが望ましい。

この第１回調査をふまえて、調査内容をさらに吟味し、ＣＮＲＯＰ側と打合せて第２回

目以降の調査計画、質問表を作成する。第２回目以降の調査についてはＣＮＲＯＰ主体で

実施し、コンサルタントは調査全体を監理するとともに必要な補足情報収集をおこなう。

この場合ＣＮＲＯＰ側が現在実施中の漁村及び水揚げ量調査（ヌアディブ、ヌアクショット

及びバンダルゲン地域）との連携を十分考慮するとともに、現在調査漏れとなっている南部

地域の調査を可能な限り組み込めるような調査内容とする。
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具体的にはヌアディブ及びヌアクショットを調査車両ベースとし、沿岸漁村で水揚げさ

れる底魚対象種（対象種は海上調査と同様とする）の漁獲量と魚体サイズ組成に係るデータ

について重点的な調査をおこなう。

（2）商業漁業の実態及び漁獲量

主な調査サイトは商業漁業の中心であるヌアディブとなる。ヌアディブでは関係機関

（ＦＮＰ、ＤＳＰＣＭ、ＳＭＣＰ、自治港管理者、漁業訓練学校など）及び中核的な民間業

者（漁業会社、冷凍加工会社など）から情報収集し、商業漁業を中心とした現地の社会経済

システムを明らかにする。商業漁業にインセンティブを与えているのは資源変動などの自

然条件だけではないと考えられることから法規制、流通・加工インフラ及び船員の技術水

準などの観点からみた問題点を整理する。

商業漁業による漁獲量については、陸上での水揚げ時において体長測定などの実査には

困難が予想される。そこでヌアディブ港周辺の加工場において、加工場に運ばれてくる漁

獲物の体長測定が行われるなどの取り組みがあるとのことから、連携をとりつつ調査する

必要がある。しかし、基本的にはＤＳＰＣＭによる漁業日誌及びＳＭＣＰによる輸出検査

データなどの解析に重点をおき、体長測定などの実査で補完する形の調査となろう。現地

調査の早い段階でこれらの機関あるいはＦＮＰ関係者と打合せを行い、協力体制について

確認を行う必要がある。

５－６－４　管理指針策定調査

海上調査及び陸上調査に基づき検討された管理指針（案）について関係者から情報収集し、そ

の現実性、妥当性に関する調査を行う。

この場合、管理指針の実施に伴う漁民及び加工業者などへの波及効果の概要、考えられる代

替案について整理し、検討内容については関係者の理解を深めることを目的に調査期間中に開

催されるセミナー・ワークショップなどを十分活用することとする。また、操業規制を実際に

おこなうのは漁業局、操業監視をおこなうの漁業監視・海洋管理局であることから、これらの

部局における実施体制、実施にあたっての問題点などについて整理するとともに、十分な理解

が得られるように努力する。

資源管理指針は最終的には「モ」国の政策的観点から総合的に決定されるものであるが、コン

サルタントは技術的、客観的な視点からＣＮＲＯＰの活動を支援することに注意する必要があ

る。
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６．環境配慮

バンダルゲン海域は、世界遺産、ラムサール条約にも登録され、鳥類を始め、あらゆる生物を

保護している所であり、無動力船による現地漁民を除いて漁業は禁止されている。

「モ」国側の同海域管理主体であるバンダルゲン国立公園局からは、ＣＮＲＯＰの行う海上調査

については基本的に制限を受けないとの情報を得ている。しかしながら、同公園局では本報告書

３－７にも記述したとおり、調査実施に伴う公園内の既存施設や生態悪化を懸念しているとのこ

とであり、日本側と共同で実施する調査の具体的な内容や時期については事前にＣＮＲＯＰを通

じて同公園局と調整を図って欲しいとの要望が出されている。本格調査でのバンダルゲン海域の

調査においては、これらの点に十分配慮し、適切な対応を行うことが必要と思われる。

なお、当地域では、現在バンダルゲン国立公園局とＣＮＲＯＰがフランス国の援助により調査

を行っており、フェーズ１として現地漁村において水揚げの聞き取り調査を実施している。現時

点では具体的な計画案とはなっていないもののフェーズ２として、魚類資源の直接的評価が考え

られているため、これらの調査結果についてもＣＮＲＯＰを通して十分に情報収集する必要があ

る。
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